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田園の恵みを感じながら
心豊かに暮らせる
日本海拠点都市

○ 実施計画に掲載する具体的な取組において特に重視する指標として、３３８の取組指標を設定している。

○ 取組指標について、令和５年度目標値に対する進捗状況を分野ごとに整理すると以下のとおりとなる。

令和5年度 取組指標の進捗状況

評価保留 指標合計

4 22

1 24

1 60

0 32

2 75

0 25

1 40

0 22

1 38
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田園の恵みを感じながら
心豊かに暮らせる
日本海拠点都市

（参考） 成果指標の設定と進捗状況の評価方法

○ 総合計画の進捗を測るために３層構造の成果指標を設定した。

○ 成果指標の設定を通じて、新潟市が政策・施策を進めるうえで重視することやＳＤＧｓとの関連性、進捗
状況などをわかりやすく示し、市民をはじめとする多様な主体との一層の連携・協働につなげる。

○ EBPM（エビデンスに基づく政策立案）の考え方を踏まえて、データに基づく客観的な評価検証を行い、
総合計画を中心とした、経営資源の適正配分に向けた政策決定のプロセス強化を図る。

１. 成果指標の構造
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田園の恵みを感じながら
心豊かに暮らせる
日本海拠点都市

○ 将来想定される変化・課題を見据えて、現状の延長線上より、もう一段上を目指した目標を設定。

○ 年度ごとの進捗状況を評価するため、中間目標から逆算した参考目標値（目安ライン） を設定。

２. 目標設定の考え方

３. 進捗状況の評価方法

進捗状況の評価基準

A （順 調） ： 策定時点の値（計画に記載の「現状値」）を維持または改善し、目標（目安ライン）に達した

B （概ね順調） ： 策定時点の値（計画に記載の「現状値」）を維持または改善したが、目標（目安ライン）に達しなかった

C （低 調） ： 策定時点の値（計画に記載の「現状値」）に及ばなかった

－ （評価保留） ： 隔年実施の調査のため値が更新されていない等の理由により評価を保留する

○ 成果指標（総合指標・政策指標・取組指標）について、以下の基準で進捗状況を評価する。

（参考） 成果指標の設定と進捗状況の評価方法

参考目標値（目安ライン）を設定して
毎年度、進捗状況を評価する
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新潟市総合計画2030取組指標一覧表

目標 実績 評価 達成・未達成要因

分野１　市民活躍

政策１　市民活躍　　誰もが個性と能力を発揮し活躍できるまちづくりの推進

施策１　地域団体・市民団体の活動の推進

①　地域団体・市民団体の活動支援

自治会加入率

88.5%
（前年比減少率：

△0.4％）
（令和4年度）

前年より減少率を鈍
化させる

（令和5年度）

88.15%
（前年比減少率：△

0.35％）
（令和5年度）

A

新型コロナウイルス感染症の影響で停滞した地域の祭りやイベント等の開
催を促進し、次世代への文化継承と地域活動の活性化を図るため、実施に
必要な用具の購入や修繕にかかる費用を補助するなど、自治会等の運営
や活動の活性化を図ったことから目標を達成した。

前年より減少率を鈍
化させる

（令和6年度）

前年より減少率を鈍
化させる

（令和7年度）

前年の加入率を維持
する

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

コミ協自己目標達成度（活動状況）
61.2%

（令和4年度）
― ― － 2年に1度の調査であり、令和5年度は調査年ではないため

65.0%
（令和6年度）

―
70.0%

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

市民活動支援センター利用登録団体数
234団体

（令和4年度）
255団体

（令和5年度）
228団体

（令和5年度）
C

民間協力団体の拠点を活用した広報活動といった取組を行うも、人口減
少や高齢化の影響により団体の活動が停滞し、登録の継続や新規登録が
減少したため、目標を達成することができなかった。

270団体
（令和6年度）

285団体
（令和7年度）

300団体
（令和8年度）

市民生活部 市民協働課

②　持続可能なコミュニティづくり　

自治会加入率

88.5%
（前年比減少率：

△0.4％）
（令和4年度）

前年より減少率を
鈍化させる

（令和5年度）

88.15%
（前年比減少率：△

0.35％）
（令和5年度）

A

新型コロナウイルス感染症の影響で停滞した地域の祭りやイベント等の開
催を促進し、次世代への文化継承と地域活動の活性化を図るため、実施に
必要な用具の購入や修繕にかかる費用を補助するなど、自治会等の運営
や活動の活性化を図ったことから目標を達成した。

前年より減少率を
鈍化させる

（令和6年度）

前年より減少率を
鈍化させる

（令和7年度）

前年の加入率を維
持する

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

コミ協自己目標達成度（組織体制）
60.9%

（令和4年度）
― ― － 2年に1度の調査であり、令和5年度は調査年ではないため

65.0%
（令和6年度）

―
70.0%

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

コミ協自己目標達成度（財政状況）
61.4%

（令和4年度）
― ― － 2年に1度の調査であり、令和5年度は調査年ではないため

65.0%
（令和6年度）

―
70.0%

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

③　活動の担い手育成・確保

人材育成セミナー・研修の開催回数
60回

（令和3年度）
70回

（令和5年度）
63回

（令和5年度）
B

専門職であるセミナー講師が体調不良により、当初予定していたセミナー
を開催できなかったため、目標を達成することができなかった。

70回
（令和6年度）

70回
（令和7年度）

70回
（令和8年度）

市民生活部 市民協働課

コミ協自己目標達成度（活動人材）
52.8%

（令和4年度）
― ― － 2年に1度の調査であり、令和5年度は調査年ではないため

60.0%
（令和6年度）

―
70.0%

（令和8年度）
市民生活部 市民協働課

市民活動支援センター利用登録団体数
234団体

（令和4年度）
255団体

（令和5年度）
228団体

（令和5年度）
C

民間協力団体の拠点を活用した広報活動といった取組を行うも、人口減
少や高齢化の影響により団体の活動が停滞し、登録の継続や新規登録が
減少したため、目標を達成することができなかった。

270団体
（令和6年度）

285団体
（令和7年度）

300団体
（令和8年度）

市民生活部 市民協働課

施策２　男女共同参画の推進

①　男女共同参画の理解の促進

男女共同参画を目的とした講座利用者満足度
92.1％

（令和3年度）
95.0%

（令和5年度）
93.2%

(令和5年度）
B

アルザにいがた主催の13講座、アルザフォーラム2事業及び各区の地域推
進員実施事業6講座が対象。受講者満足度100％を達成した講座もあっ
たが、一部事業で満足度が95％に満たないものがあり、全体では目標を
下回ったため。

95.0%
（令和6年度）

95.0%
（令和7年度）

95.0%
（令和8年度）

市民生活部 男女共同参画課

②　女性の参画拡大と男女とも仕事と家庭生活が両立できる環境整備

審議会等における女性委員割合
41.9％

（令和3年度）
43.5%

（令和5年度）
42.8％

（令和5年度）
B

令和5年度中に委員の改選を迎えた附属機関等について、女性委員の積
極的な登用を庁内に働きかけたが、団体の男女構成比率などの理由によ
り男性委員の選任が多かったため。

44.3%
（令和6年度）

45.0%
（令和7年度）

45.0%
（令和8年度）

市民生活部 男女共同参画課

男性の育児休業取得率
24.3％

（令和3年度）
27.1%

（令和5年度）

39.6％
（令和5年度

速報値）
A

令和4年の育児・介護休業法の改正や、男性の育児休業取得促進事業奨励
金の支給及び企業の経営者・管理職向けセミナーの開催などにより、職場
内での環境整備が進んだことによるものと考えられる。

28.5%
（令和6年度）

30.0%
（令和7年度）

31.4%
（令和8年度）

市民生活部 男女共同参画課

担当課
令和5年度

目標（令和6年度） 目標（令和7年度）
中間目標

（令和8年度）
担当部策定時点

分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

③　ＤＶの根絶とＤＶ被害者への支援体制づくり

デートＤＶ防止セミナーを開催した中学校の数の割合
23.0%

（令和3年度）
25.0%

（令和5年度）
31.1％

（令和5年度）
A

教育委員会（学校支援課）と連名で開催依頼を発出したこと、未開催校に
向けて実施校での見学会を実施したことなどにより、開催校が増加したた
め。

28.0%
（令和6年度）

31.0%
（令和7年度）

33.3%
（令和8年度）

市民生活部 男女共同参画課

施策３　障がいのある人の生きづらさや差別の解消、社会参加の推進

①　障がいと障がいのある人に対する理解の促進

障がいのある人を招いた福祉教育（ゲストティー
チャー）実施校数

24校
（令和3年度）

16校
（令和5年度）

29校
（令和5年度）

A
継続した事業実施による認知度の高まりや、小・中学校への周知方法を書
面から一斉メールに変更するなどの見直しを行い、実施校数の増加につな
げることができた。

24校
（令和6年度）

25校
（令和7年度）

26校
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

手話通訳者等養成研修登録者数
166人

（令和4年度）
176人

（令和5年度）
179人

（令和5年度）
A

各種養成講座の実施に加え、手話通訳者の認定試験合格者が多かったこ
とから、登録者の増加につなげることができた。

176人
（令和6年度）

180人
（令和7年度）

197人
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

②　障がいのある人の社会参加の推進

成年後見制度利用支援事業利用者数（障がい者分）
142人

（令和3年度）
156人

（令和5年度）
198人

（令和5年度）
A

成年後見制度の認知が徐々に高まっており、制度の利用にあわせて、利用
支援事業の利用者数も増加につながっている。

174人
（令和6年度）

192人
（令和7年度）

210人
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

文化芸術による共生社会推進事業への障がい者施設
等の参加件数

43件
（令和4年度）

44件
（令和5年度）

69件
（令和5年度）

A
これまで応募のなかった障がい者施設や特別支援学校へ個別に募集説明
を実施したことにより、展覧会への応募作家が増加し、目標値を達成した。

46件
（令和6年度）

48件
（令和7年度）

50件
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

施策４　多文化共生のまちづくり

①　外国籍市民にも暮らしやすい環境づくり

多文化共生・国際理解促進事業の参加者数
1,212人

（令和3年度）
3,200人

（令和5年度）
4,862人

（令和5年度）
A

在住外国人の方を対象とした日本語講座の開催や、国際理解・異文化理解
促進事業を始め、多文化共生社会実現に向けた取り組みを行い、目標を達
成することができた。

3,200人
（令和6年度）

3,200人
（令和7年度）

3,200人
（令和8年度）

観光・国際交流部 国際課

SNSを活用した多言語・やさしい日本語による情報発
信回数

─
24回

（令和5年度）
36回

（令和5年度）
A

SNSやHPで多言語とやさしい日本語併記によりイベントの情報発信を
行った。また、能登半島地震においても、SNSを通じて多言語による情報
発信に努めた。

48回
（令和6年度）

48回
（令和7年度）

48回
（令和8年度）

観光・国際交流部 国際課

国際交流員派遣人数
24人

（令和3年度）
25人

（令和5年度）
46人

（令和5年度）
A

異文化理解促進を図るため、小中学校や図書館、公民館と連携し、国際交
流員を派遣した。HPのリニューアルによる周知強化や開催時期が重なら
ないように調整を行う取り組みにより派遣人数の増加につなげることがで
きた。

25人
（令和6年度）

25人
（令和7年度）

25人
（令和8年度）

観光・国際交流部 国際課

施策５　人権を尊重する社会の推進

①　市民への人権教育・啓発の推進

人権啓発事業への参加者数
4,802人

（令和4年度）
4,850人

（令和5年度）
5,026人

（令和5年度）
A

人権イラスト展について、教員委員会と連携し各小学校に参加を呼びか
け、前年度の101校から2校増加の103校の参加があり目標を達成した。

4,850人
（令和6年度）

4,900人
（令和7年度）

4,900人
（令和8年度）

市民生活部 広聴相談課

人権教育事業参加者の満足度（アンケート）
86.5％

（令和3年度）
87.0%

（令和5年度）
87.0%

（令和5年度）
A

各公民館で工夫を凝らし、講演会や講座の実施のほか、映画の上映なども
行い、参加者からは、人権を意識するいい機会になったとの意見をいただ
き、満足度は目標を達成した。

87.0%
（令和6年度）

87.5％
（令和7年度）

87.5％
（令和8年度）

市民生活部 広聴相談課

分野２　文化・スポーツ

政策２　文化　　文化芸術の発展・継承による心豊かな暮らしの充実

施策１　文化芸術活動の活性化

①　市民が文化芸術に親しむ機会の創出

市民芸術文化会館・新潟市美術館・新津美術館の入館
者数

348,973人
（令和3年度）

370,000人
（令和5年度）

382,902人
（令和5年度）

A
新型コロナウイルス感染症の５類移行により文化芸術活動が活発化し、公
演、展示等が好評であったため、目標値を達成した。

390,000人
（令和6年度）

410,000人
（令和7年度）

430,000人
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

新潟市美術展などの公募事業の応募者数
972人

（令和4年度）
975人

（令和5年度）
869人

（令和5年度）
C

市展については、応募者が減少傾向にある中、令和5年度より市内在住等
の応募資格を撤廃したが、応募者の増加につながらなかった。市民文学に
ついては、目標設定時の令和4年度に大量に応募いただいた学校からの
応募がなかった。

980人
（令和6年度）

985人
（令和7年度）

990人
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

②　文化施設の拠点性の発揮

文化会館、美術館における主催公演等の実施回数
228回

（令和3年度）
250回

（令和5年度）
210回

（令和5年度）
C

令和３年度策定時点から目標値を設定したものの、令和４年度は減少した
（188回）。令和５年度は前年度比で１割増となったものの、達成に至らな
かった。一方で稼働率は向上しており、事業全体としては増加傾向にある
と思われる。

260回
（令和6年度）

270回
（令和7年度）

280回
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

文化会館の稼働率
54.4%

（令和3年度）
57.0％

（令和5年度）
61.6%

（令和5年度）
A

新型コロナウイルス感染症の５類移行により文化芸術活動が活性化し、貸
館による公演数等が増加したため、目標を達成することができた。

58.0％
(令和6年度)

59.0％
(令和7年度)

60.0%
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

施策２　文化芸術による子どもの豊かな感性や創造力の育成

①　文化芸術の鑑賞・体験機会の創出

文化施設等による子ども向け鑑賞・体験事業の実施回
数

174回
（令和4年度）

170回
（令和5年度）

234回
（令和5年度）

A
新型コロナウイルス感染症法上の位置づけが変更され、子どもを対象にし
た文化芸術の鑑賞・体験機会について需要が特に高まったため。

180回
（令和6年度）

190回
（令和7年度）

200回
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

文化施設等による小・中学校へのアウトリーチの実施
回数

116回
（令和4年度）

115回
（令和5年度）

161回
（令和5年度）

A
新型コロナウイルス感染症法上の位置づけが変更され、子どもを対象にし
た文化芸術の鑑賞・体験機会について需要が特に高まったため。

120回
（令和6年度）

１25回
（令和7年度）

130回
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

施策３　文化財等の保存・継承

①　文化財等の保存・継承

歴史文化施設の来館者数及び各部区等で実施した文
化財等の関連事業参加者数

332,806人
（令和4年度）

336,250人
（令和5年度）

352,923人
（令和5年度）

A
外部民間団体等との協働事業も含め、全庁各担当部局において幅広く文
化財等を活用した事業を企画し、積極的な広報を行いながら遂行したた
め。

362,500人
（令和6年度）

388,750人
（令和7年度）

415,000人
（令和8年度）

文化スポーツ部 歴史文化課

施策４　文化芸術特性の多面的展開

①　特色ある文化芸術で地域振興

歴史博物館・旧小澤家住宅入館者数
74,058人

（令和3年度）
91,000人

（令和5年度）
92,590人

（令和5年度）
A

各館とも多くの方から観覧していただけるよう内容に工夫と趣向を凝らし
た展示やイベントを企画、HP・チラシ・ポスターなどで広く周知を図りなが
ら入館者数増に努めた。

100,000人
（令和6年度）

109,000人
（令和7年度）

118,000人
（令和8年度）

文化スポーツ部 歴史文化課

マンガ・アニメ情報館とマンガの家の入館者数
93,369人

（令和4年度）
50,000人

（令和5年度）
69,089人

（令和5年度）
A

年間を通し、年齢層や嗜好を問わず、様々なジャンルの企画展を実施した
ことや、興味を引き付ける体験講座を実施したため。

50,000人
（令和6年度）

50,000人
（令和7年度）

50,000人
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

新津鉄道資料館入館者数
40,791人

（令和3年度）
47,000人

（令和5年度）
44,221人

（令和5年度）
B

元々県外へ行っていた修学旅行等が、コロナ禍で県内での代替先として来
館していたところ、令和５年５月にコロナウイルス感染症取り扱いの大幅緩
和を受け、以前の行先に戻ったことが考えられる。

51,000人
（令和6年度）

55,000人
（令和7年度）

56,000人
（令和8年度）

文化スポーツ部 歴史文化課

②　文化芸術特性を幅広く活用

文化芸術による共生社会推進事業への障がい者施設
等の参加件数

43件
（令和4年度）

44件
（令和5年度）

69件
（令和5年度）

A
これまで応募のなかった障がい者施設や特別支援学校へ個別に募集説明
を実施したことにより、展覧会への応募作家が増加し、目標値を達成した。

46件
（令和6年度）

48件
（令和7年度）

50件
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

文化交流で相互理解が深まったと感じた参加者の割合 ─
90%

（令和5年度）
― －

新型コロナウイルス感染症の影響によりオンライン交流となったため評価
未実施

90%
（令和6年度）

90%
（令和7年度）

90%
（令和8年度）

文化スポーツ部 文化政策課

分野２　文化・スポーツ

政策３　スポーツ　　スポーツによる活力の創出

施策１　生涯スポーツ社会の実現

①　誰もが参加できるスポーツの機会創出

卒業後にも運動やスポーツをしたいと思う児童の割合
（小5）

87.0%
（令和3年度）

87.3%
（令和5年度）

87.5%
（令和5年度）

A
小学生などを対象としたスポーツ教室やアイスアリーナを活用した体験学
習などを前年度より拡充して実施し、目標の達成に繋げることができた。

87.7%
（令和6年度）

88.1%
（令和7年度）

88.5%
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

卒業後にも運動やスポーツをしたいと思う生徒の割合
（中2）

83.0%
（令和3年度）

83.8%
（令和5年度）

80.7%
（令和5年度）

C
小学生に比べて、中学生向けの取組みが足りず、目標を達成することがで
きなかった。

84.7%
（令和6年度）

85.6%
（令和7年度）

86.5%
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

週1日以上スポーツをする30・40代の市民の割合
44.0%

（令和4年度）
46.6%

（令和5年度）
38.9%

（令和5年度）
C

新潟シティマラソンや自転車活用事業、早起き野球大会を開催するなど
様々な年代に向けた大会やイベントの機会の提供に努めたが、指標値の向
上に至らず、目標を達成することができなかった。

49.3%
（令和6年度）

51.9%
（令和7年度）

54.5%
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

週1日以上スポーツをする65歳以上の市民の割合
56.0%

（令和4年度）
57.1%

（令和5年度）
58.1%

（令和5年度）
A

身近なスポーツ施設の環境整備や、指定管理者などによるスポーツ教室の
開催などスポーツをする環境を整えたことで、目標を達成することができ
た。

58.2%
（令和6年度）

59.3%
（令和7年度）

60.5%
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

②　スポーツを支える環境づくり

スポーツ施設利用者数
257万人

（令和3年度）
272万人

（令和5年度）
325万人

（令和5年度）
A

指定管理制度により所管するスポーツ施設の管理運営を行い、各区所管
課、指定管理者や関係機関と情報交換・連携しながらスポーツ施設の利用
促進を図り、目標を達成することができた。地震により一部施設では利用
できない状況が続いているが、復旧に努めていく。

288万人
（令和6年度）

303万人
（令和7年度）

318万人
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

スポーツに関する情報発信が足りないと感じる市民の
割合
【注：維持または減少を目指す指標】

40.0%
（令和4年度）

38.2%
（令和5年度）

32.4%
（令和5年度）

A
市民が様々なスポーツ活動に参加しやすくなるよう、スポーツ施設の利用
イベント、スポーツ団体の情報などを広報紙やホームページ、SNSなど幅
広い媒体を通じて発信し、目標を達成することができた。

36.3%
（令和6年度）

34.4%
（令和7年度）

32.5%
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

施策２　競技力の向上、人材育成の推進

①　選手・指導者の育成

市内小中高生への全国大会等出場激励金支給件数
91件

（令和3年度）
97件

（令和5年度）
125件

（令和5年度）
A

新型コロナの感染症法上の5類移行（令和5年5月）に伴い、スポーツ活動
の機会も回復した。その結果、規制のない全国大会が通常開催され、また
国際大会への出場者が増加し、激励金の支給件数も増え目標を達成する
ことができた。

103件
（令和6年度）

109件
（令和7年度）

115件
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

スポーツ指導者研修会参加者数
40人

（令和3年度）
100人

（令和5年度）
131人

（令和5年度）
A

目標は達成できたものの、研修目的に沿った講師の選定や、参加者募集の
広報における「指導者資質の向上」という主旨の明確化不足といった部分
で、改善の余地があったと捉えている。

100人
（令和6年度）

100人
（令和7年度）

100人
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

障がい者スポーツ全国大会等参加激励金支給件数
6件

（令和3年度）
6件

（令和5年度）
20件

（令和5年度）
A

目標達成とともに、障がい者の競技スポーツへの志向意欲を高め、積極的
な社会参加を促進することに寄与した。

6件
（令和6年度）

7件
（令和7年度）

7件
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

施策３　スポーツを活かしたまちづくり

①　スポーツを通じた交流の推進

主要スポーツイベント参加者数（新潟市シティマラソ
ン、新潟シティライド、新潟ヒルクライムのエントリー数）

1,700人
（令和3年度）

13,750人
（令和5年度）

11,333人
（令和5年度）

B

主要スポーツイベントは、コロナ禍前の規模に戻して開催したものの、目標
の達成には届かなかった。主な要因としてはマラソンの参加者募集時期が
新型コロナ5類移行前だったことに加え、類似他大会との差別化や魅力づ
くりの不足もあったと捉えている。

13,750人
（令和6年度）

13,750人
（令和7年度）

13,750人
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

②　スポーツの魅力を活かした愛着の醸成と賑わいづくり

主要スポーツイベント観戦者数（ホームタウンチームの
ホーム戦の1試合あたり観戦者数）

11,800人
（令和3年度）

15,700人
（令和5年度）

22,501人
（令和5年度）

A

スポーツの機運醸成や郷土への愛着が深まるよう、地元プロスポーツチー
ム等と連携し、親子観戦招待やプロ選手による小中学生へのスポーツ教
室・指導の開催に取り組んだ。アルビレックス新潟がJ1に昇格した効果も
あり、目標を達成できた。

17,500人
（令和6年度）

19,500人
（令和7年度）

21,600人
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

主要スポーツイベント参加者数（新潟市シティマラソ
ン、新潟シティライド、新潟ヒルクライムのエントリー数）

1,700人
（令和3年度）

13,750人
（令和5年度）

11,333人
（令和5年度）

B

主要スポーツイベントは、コロナ禍前の規模に戻して開催したものの、目標
の達成には届かなかった。主な要因としてはマラソンの参加者募集時期が
新型コロナ5類移行前だったことに加え、類似他大会との差別化や魅力づ
くりの不足もあったと捉えている。

13,750人
（令和6年度）

13,750人
（令和7年度）

13,750人
（令和8年度）

文化スポーツ部 スポーツ振興課

分野３　子育て・教育

政策４　子育て　　結婚・出産・子育ての希望がかない、子どもが笑顔で健やかに育つ社会の実現

施策１　出会いから結婚・妊娠・出産・子育てにかけての切れ目ない支援

①　子どもが有する固有の権利の保障

新潟市子ども条例の認知度
61%

（令和4年度）
64%

（令和5年度）
61%

（令和5年度）
B

子ども向け、おとな向けなど様々な媒体を活用して、子ども条例の周知・
啓発の取組を進めてきたが、目標を達成することができなかった。

66%
（令和6年度）

69%
（令和7年度）

72%
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

②　出会い・結婚に対する支援

婚活支援ネットワークが開催する新潟市の認定イベント
数

16回（暫定）
（令和4年度）

17回
（令和5年度）

29回
（令和5年度）

A
コロナ禍を経て、感染対策をとったイベントが増加したことで、開催回数が
回復したため、目標を達成することができた。

18回
（令和6年度）

19回
（令和7年度）

20回
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

結婚応援結パスポート協賛店数
126店舗（暫定）

（令和4年度）
150店舗

（令和5年度）
151店舗

（令和5年度）
A

委託業者に3月末までしっかり働きかけを行ってもらったことで、年度末
に数店舗申請をいただき、目標を達成することができた。

160店舗
（令和6年度）

170店舗
（令和7年度）

180店舗
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

結婚新生活支援補助金の制度が継続されることで「結
婚の後押しにつながると思う」と答えた人の割合

88％（暫定）
（令和4年度）

前年度以上
（令和5年度）

94%
（令和5年度）

A
補助金の利用者数は、予算額及び補助上限額の増額により令和4年度：１
４２件から令和5年度：１９９件と増加させることができ、制度利用者アン
ケートにおいても肯定的な意見が多数寄せられ、目標を達成した。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

婚姻届提出前から結婚新生活支援補助金の制度を
「知っていた」と回答した方の割合

50％（暫定）
（令和4年度）

前年度以上
（令和5年度）

54%
（令和5年度）

A
市報にいがたや新潟市公式LINEアカウントなど、複数の媒体を活用して
制度を周知したことにより、目標を達成した。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

③　妊娠・出産・子育て期の包括的な支援

リスクを把握した妊婦に対して産前に状況確認をした
割合

98.6%
（令和3年度）

100%
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
各区で特定妊婦等検討会を定期的に行い、妊娠期から切れ目ない支援を
行うことができており、目標値を達成した。

100%
(令和6年度）

100%
(令和7年度）

100%
(令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

子育てに関する情報の満足度
65.3%

（令和3年度）
67.8%

（令和5年度）
― － 令和５年度は子育て市民アンケート未実施のためめ評価未実施

70.3%
（令和6年度）

72.8%
（令和7年度）

75.3%
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

この地域で子育てをしたいと思う親の割合
71.7％

（令和3年度）
72.7%

（令和5年度）
66.9%

（令和5年度）
C

産後ケア事業の自己負担額を大幅に引き下げる等、子育て支援の充実を
図ったものの、割合が低下した。なお、どちらかといえば～と回答したもの
を含めると、この地域で子育てをしたいと思う親の割合は、96.3%となっ
ている。

73.2%
(令和6年度）

73.7%
(令和7年度）

74.2%
(令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

④　良好な教育・保育環境の確保と質の向上

保育所等待機児童数（年度当初）
【注：維持または減少を目指す指標】

0人
（令和4年度）

0人
（令和5年度）

0人
（令和5年度）

A
施設整備等による保育定員の確保や、保育士宿舎借上げ支援事業等によ
る保育士確保に取り組んだほか、二次募集の未決定者に対する再調整を
行うなど丁寧な利用調整に取り組んだことにより、待機児童0を達成した。

0人
（令和6年度）

0人
（令和7年度）

0人
（令和8年度）

こども未来部 幼保運営課

⑤　子どもが安心して過ごせる居場所づくり

放課後児童クラブを利用する児童数
11,560人

（令和4年度）
11,833人

（令和5年度）
12,170人

（令和5年度）
A

公設クラブ1施設(中野山)を学校内に整備したほか、教育委員会や学校と
連携し、学校の余裕教室や体育館などを積極的に活用することで狭あい化
解消を図り、児童の受入環境を整えたことで、目標を達成した。

12,122人
（令和6年度）

12,427人
（令和7年度）

12,744人
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

子ども食堂の数
49団体

（令和4年度）
50団体

（令和5年度）
57団体

（令和5年度）
A

子ども食堂に対し「新潟市子どもの居場所づくり支援事業補助金」を設置
し、支援することにより、目標を達成することができた。

51団体
（令和6年度）

52団体
（令和7年度）

53団体
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

施策２　子どもや家庭への温もりのある支援

①　子どもの貧困対策と困難を抱える子どもへの支援

日ごろ悩んでいることについて「子どもにかかるお金
に関すること」と回答した人の割合（未就学児保護者）
【注：維持または減少を目指す指標】

53.3％
（令和4年度）

策定時点より減少
（令和5年度）

56.3%
（令和5年度）

C
令和５年からの顕著な物価高騰の影響を受け、お金に関する悩みが増加し
たため、目標値を達成することができなかった。

策定時点より減少
（令和6年度）

策定時点より減少
（令和7年度）

策定時点より減少
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

日ごろ悩んでいることについて「子どもにかかるお金
に関すること」と回答した人の割合（小学生保護者）
【注：維持または減少を目指す指標】

49.1％
（令和4年度）

策定時点より減少
（令和5年度）

57.1%
（令和5年度）

C
令和５年からの顕著な物価高騰の影響を受け、お金に関する悩みが増加し
たため、目標値を達成することができなかった。

策定時点より減少
（令和6年度）

策定時点より減少
（令和7年度）

策定時点より減少
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

学習・生活支援事業参加者数
134人

（令和3年度）
155人

（令和5年度）
139人

（令和5年度）
B

中学校に事業のチラシを配布をするなど、事業の周知を行ったが、新規参
加の生徒数が伸びなかったため、目標を達成することができなかった。

155人
（令和6年度）

155人
（令和7年度）

155人
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

ヤングケアラー認知度
20%

（令和4年度）
35%

（令和5年度）
43.5%

（令和5年度）
A

ヤングケアラーの認知度向上に向けたリーフレットの配布や関係機関等へ
の講師派遣等の広報啓発活動を実施し、認知度向上に努めた。

50%
（令和6年度）

55%
（令和7年度）

60%
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

②　児童虐待の防止と社会的養育

児童虐待死亡事例
【注：維持または減少を目指す指標】

0人
（令和3年度）

0人
（令和5年度）

0人
（令和5年度）

A
迅速な安全確保など組織的対応による経験値の積み上げ、及び各種研修
への参加によるケースワーカーの資質が向上したため。

0人
（令和6年度）

0人
（令和7年度）

0人
（令和8年度）

こども未来部 児童相談所

里親等委託率（3歳未満）
61.1%

（令和3年度）
策定時点より増加

（令和5年度）
57.9%

（令和5年度）
C

指標として3歳未満の委託率は達成されなかったが、丁寧な里親支援によ
り、他の年齢を含む里親全体の委託率は60.2%となっており、里親等に
よる養育環境を増加させている。

策定時点より増加
（令和6年度）

策定時点より増加
（令和7年度）

75.0%
（令和8年度）

こども未来部 児童相談所

③　ひとり親家庭への支援

ひとり親家庭等就業・自立支援センター等が行うSNS
等での情報配信数

125件
（令和3年度）

268件
（令和5年度）

185件
（令和5年度）

B

就業関係のLINE・X（旧twitter）での情報発信について、想定していた週
２回ではイベントのない時期など繰り返しの内容も多くなり、かえって読ん
でもらえなくなる可能性もあることから、週１回の配信としたため、令和３
年度よりは増加しているものの、未達成となった。

280件
（令和6年度）

292件
（令和7年度）

304件
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

児童扶養手当受給者の養育費受給率
29.4％

（令和3年度）
32.4％

（令和5年度）
32.2%

（令和5年度）
B

養育費履行確保事業の申請件数は令和4年度の18件から令和5年度は
33件に増加しており、養育費受給率も増加しているものの、目標には少し
届かなかった。今後も同事業やひとり親家庭等就業・自立支援センターで
の養育費相談などを通して養育費の取り決めの大切さを周知していく。

33.9%
（令和6年度）

35.4%
（令和7年度）

36.9%
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

④　配慮が必要な子どもや家族への支援

教育・保育施設等への発達支援コーディネーターの配
置率

87.8%
（令和3年度）

策定時点より増加
（令和5年度）

89.8%
（令和5年度）

A
未配置園に発達支援コーディネーター養成講座の受講を促す等し、配置率
が向上したため、目標値を達成することができた。

策定時点より増加
（令和6年度）

策定時点より増加
（令和7年度）

策定時点より増加
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

3歳児健診時の保護者が、育てにくさを感じている割
合
【注：維持または減少を目指す指標】

32.2%
（令和3年度）

31.7%
（令和5年度）

33.8%
（令和5年度）

C
1歳6か月児健診から、発達に心配のある児に対し、発達支援事業や発達
支援コーディネーター等に継続相談できる体制を整えているが、育てにく
さを感じている割合は上昇した。

31.2%
（令和6年度）

30.7%
（令和7年度）

30.2%
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

医療的ケア児のうち保育施設への入園を希望する児童
の入園率

100％
（令和4年度）

100％
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
令和5年度に新たに保育施設への入園を希望した医療的ケア児について
は、関係機関との調整を行い、全員入園することができた。

100％
（令和6年度）

100％
（令和7年度）

100％
（令和8年度）

こども未来部 幼保支援課

施策３　社会全体での子育て支援

①　社会全体で子育てを応援する機運の醸成

男性の育児休業取得率
24.3％

（令和3年度）
27.1%

（令和5年度）

39.6％
（令和5年度

速報値）
A

令和4年の育児・介護休業法の改正や、男性の育児休業取得促進事業奨励
金の支給及び企業の経営者・管理職向けセミナーの開催などにより、職場
内での環境整備が進んだことによるものと考えられる。

28.5%
（令和6年度）

30.0%
（令和7年度）

31.4%
（令和8年度）

市民生活部 男女共同参画課

にいがたっ子すこやかパスポート協賛店舗数
735店舗

（令和4年度）
741店舗

（令和5年度）
721店舗

（令和5年度）
C

新規協賛店の申込はあるものの、協賛の終了や事業を終了している店舗
もあり、全体として協賛店が減少し、目標を達成するには至らなかった。な
お、令和6年度から、対象となる子どもを従前の中学3年生までから、高校
3年生までに拡充し、市民の利便性は向上している。

747店舗
（令和6年度）

753店舗
（令和7年度）

759店舗
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

民間による赤ちゃんの駅登録施設数
16カ所

（令和4年度）
22カ所

（令和5年度）
26カ所

（令和5年度）
A

令和5年から取り組みをスタートした、子育てを応援するまちづくり事業に
おいて、新たに開設した「新潟市結婚・子育て応援サイト」による事業周知
等が奏功し、新規登録が増加した。

30カ所
（令和6年度）

40カ所
（令和7年度）

50カ所
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

②　地域と連携した子育て支援

この地域で子育てをしたいと思う親の割合
71.7％

（令和3年度）
72.7%

（令和5年度）
66.9%

（令和5年度）
C

各区の妊娠・子育てほっとステーションにおいて、医療機関や民間子育て
支援機関と研修会や検討会を実施し、連携強化を図っているが、この地域
で子育てをしたいと思う割合の向上には直結しなかった。

73.2%
（令和6年度）

73.7%
（令和7年度）

74.2%
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

子ども見守り隊の参加者数の割合
市内児童数の9％

（令和4年度）
前年度以上

（令和5年度）
9%を下回る
（令和5年度）

C
高年齢化や新規参加者の減少により、年々子ども見守り隊の参加者が減
少傾向にあり、目標値を達成することができなかった。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

ファミリー・サポート・センターの提供会員数
502人

（令和4年度）
516人

（令和5年度）
494人

（令和5年度）
C

パンフレットの配布や市報にいがた、フリーペーパーasshなどに記事掲載
することにより、幅広く周知を図ったが、目標に届かなかった。

530人
（令和6年度）

544人
（令和7年度）

558人
（令和8年度）

こども未来部 こども政策課

③　担い手の確保・育成

子育て支援員研修の累計受講者数
80人

（令和4年度）
160人

（令和5年度）
168人

（令和5年度）
A

参加者の声を踏まえ開催時期の見直しを行ったことで、目標を達成するこ
とができた。

240人
（令和6年度）

320人
（令和7年度）

400人
（令和8年度）

こども未来部 幼保支援課

この地域で子育てをしたいと思う親の割合
71.7％

（令和3年度）
72.7%

（令和5年度）
66.9%

（令和5年度）
C

こんにちは赤ちゃん訪問事業は、令和5年度は産婦と乳児延べ11,284件
実施し、産婦の心身の状況、児の発達状況を確認し、育児不安を訴える産
婦には継続訪問を行っているが、この地域で子育てをしたいと思う親の割
合は向上しなかった。

73.2%
（令和6年度）

73.7%
（令和7年度）

74.2%
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

登録里親数
115世帯

（令和3年度）
策定時点より増加

（令和5年度）
123世帯

（令和5年度）
A

SNSの活用やイベントへの参加、丁寧な里親制度説明会の開催により、登
録数を増加させることができた。

策定時点より増加
（令和6年度）

策定時点より増加
（令和7年度）

策定時点より増加
（令和8年度）

こども未来部 児童相談所

教育・保育施設等への発達支援コーディネーターの配
置率

87.8%
（令和3年度）

策定時点より増加
（令和5年度）

89.8%
（令和5年度）

A
未配置園に発達支援コーディネーター養成講座の受講を促す等し、配置率
が向上したため、目標値を達成することができた。

策定時点より増加
（令和6年度）

策定時点より増加
（令和7年度）

策定時点より増加
（令和8年度）

こども未来部 こども家庭課

分野３　子育て・教育

政策５　教育　　学・社・民の融合による人づくり、地域づくり、学校づくりの推進

施策１　学力・体力に自信をもち、世界と共に生きる心豊かな子どもを育む学校教育の推進

①　自己実現していく力の育成

全国学力状況調査において全国平均を上回る項目数
小 38/47項目
中 22/49項目
（令和4年度）

全項目
（令和5年度）

小　17/30項目
中　15/47項目
（令和5年度）

C
コロナ禍が終わり、放課後や休みの日の活動が活発になり、家庭学習の時
間が小・中学校ともに減少した。

全項目
（令和6年度）

全項目
（令和7年度）

全項目
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

地域のこと（自然・歴史・産業など）にふれたり、調べた
りする学習が好きと回答した生徒（中３）の割合

70.9%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

72.3%
（令和5年度）

B
地域学習を総合的な学習の時間に位置づけていることと、各学校がコミュ
ニティ・スクールで地域人材の活用が進んでいることが考えられる。（前年
度実績：令和4年度74.4％）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

アグリ・スタディ・プログラムを体験し、本市の農業への
誇りが醸成された小中学生の割合

94%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

92%
（令和5年度）

C
アグリパークの利用が浸透してきたことで、アグリ・スタディ・プログラムを
繰り返し体験する児童、生徒が多くなったが、再度体験した児童、生徒の効
果が高まらなかった。（前年度実績：令和4年度95.1％）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

食と農のわくわくSDGs学習プログラム実施校数 ─
7校

（令和5年度）
15校

（令和5年度）
A

市内の小中学校へのアンケートや高校、専門学校、大学への働きかけを行
い、モデル校12校（小学校5、中学校3、高校2、専門学校1、大学1）を選定
したほか、令和4年度から継続して小学校3校が実践校として取り組んだ。

14校
（令和6年度）

21校
（令和7年度）

28校
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

ESDを自校の教育計画に位置付けている学校の割合
97.6%

（令和3年度）
前年度以上

（令和5年度）
100.0%

（令和5年度）
A

ESDとは持続可能な社会の創り手を育む教育である。文科省はESDは学
習指導要領の全体において基盤となる理念であるとしており、新潟市は、
各校の教育計画にESDを位置付けることを指導してきたため、目標値を
達成することができた。（前年度実績：令和4年度98.5%）

100%
（令和6年度）

100%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

中学3年生のCEFR　A1レベル（英検3級）以上の英語
力を有する生徒の割合

38%
（令和3年度）

41%
（令和5年度）

36%
（令和5年度）

C
中学校英語教員に対する授業改善（言語活動を通した指導）が浸透してい
ないため、目標値を達成することができなかった。

44%
（令和6年度）

47%
（令和7年度）

50%
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

授業でタブレット端末を日常的に（ほぼ毎日）活用して
いる学校の割合

59%
（令和3年度）

70%
（令和5年度）

90%
（令和5年度）

A
学校園教育の推進の重点として情報活用能力の育成を推進したため、タブ
レットを活用した授業が増え、目標値を達成することができた。

80%
（令和6年度）

90%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

新潟市共通幼小接続期カリキュラム（アプローチ・ス
タートカリキュラム）の実施施設の割合

87%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

96%
（令和5年度）

A

７月に校園長、12月に市内全校園の幼保こ小連携・接続担当者を対象に
研修会を実施した。研修を通して、連携・接続の意義を理解したことで、幼
小接続期カリキュラム実施率向上へとつながった。（前年度実績：令和4年
度94.7%）

100%
（令和6年度）

100%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

教育委員会 教育総務課

探究的な学習により、学びへの意欲が高まったと回答
した生徒の割合

─
60%

（令和5年度）
90%

（令和5年度）
A

地域探究学習や課題研究において、高等教育機関や地域の事業所等の指
導・助言を通し、各校の探究的な学習の計画が改善されたため、目標値を
達成することができた。

65%
（令和6年度）

65%
（令和7年度）

65%
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

②　豊かな心と健やかな身体の育成

友達のよいところを見つけたり、友達が落ちこんでい
るとき、はげましたりしていますと回答した児童の割合
（小6）

91.9％
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

91.6%
（令和5年度）

C

児童生徒の自治的な活動を推進するといった取組を行うことで、学級にお
ける支持的風土の醸成が図られたが、必ずしも教育課程全体で実施しな
かったといった理由により、目標値を達成することができなかった。（前年
度実績：令和4年度92.1%）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

友達のよいところを見つけたり、友達が落ちこんでい
るとき、はげましたりしていますと回答した生徒の割合
（中3）

92.8%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

93.3%
（令和5年度）

B
児童生徒の自治的な活動を推進するといった取組を行うことで、学級にお
ける支持的風土の醸成が図られたため、目標値を達成することができた。
（前年度実績：令和4年度93.8%）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

いじめの解消率
82.3%

（令和3年度）
前年度以上

（令和4年度）
79.8%

（令和4年度）
C

いじめ初期対応ガイドブックの活用等が浸透し、解消に向けての取組は１０
０％であるが、いじめの解消とされる３か月以上経過していない事案（１～
３月分）が前年度以上にあったため、目標値を達成することができなかっ
た。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

全国体力・運動能力調査で全国平均値を上回った項目
の割合

88%
（令和4年度）

前年度以上
（令和5年度）

84%
（令和5年度）

C

小学校男子・女子では５０ｍ走（スピード）とソフトボール投げ（投力）、中学
校女子では反復横とび（敏捷性）が全国平均を下回った。日常生活におい
て、全力で運動する機会が減少している。また、能力向上のための計画的・
継続的な取組が不足していることが考えられる。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

配慮を要する幼児児童生徒等への個別の教育支援計
画作成率

69.7%
（令和4年度）

75.0%
（令和5年度）

69.5%
（令和5年度）

C
学校訪問や研修等で適切な作成と運用を促したが、通常の学級における
個別の教育支援計画作成率が伸びず、目標値を達成することができな
かった。

80.0%
（令和6年度）

85.0%
（令和7年度）

90.0%
（令和8年度）

教育委員会 特別支援教育課

③　安心して学べる環境づくり

子ども見守り隊の参加者数の割合
市内児童数の9％

（令和4年度）
前年度以上

（令和5年度）
9%を下回る
（令和5年度）

C
高年齢化や新規参加者の減少により、年々子ども見守り隊の参加者が減
少傾向にあり、目標値を達成することができなかった。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

④　将来にわたって望ましい教育環境の提供

教育関係職員の各研修講座における参加者の満足度
88.5％

（令和3年度）
90.0%

（令和5年度）
82.8%

（令和5年度）
C

受講する教職員のニーズが多岐にわたるため、校種や習熟度に応じた研
修講座を開設し、可能な限り対応したが、目標を達成することはできな
かった。

90.0%
（令和6年度）

90.0%
（令和7年度）

90.0%
（令和8年度）

教育委員会 総合教育センター

月当たり平均時間外在校等時間が45時間を超える教
職員の割合
【注：維持または減少を目指す指標】

35.6%
（令和3年度）

前年度以下
（令和5年度）

22.1％
（令和5年度）

A

夏季休業期間で学校閉庁日や休暇取得促進日の設定、全学校園の取組の
集約及びデジタル化・オンライン化の取組の紹介、部活動の地域移行等を
踏まえた時間外電話対応の統一ルールの見直し等、第3次多忙化解消行動
計画に基づく取組を推進した。（前年度実績：令和4年度26.5%）

前年度以下
（令和6年度）

前年度以下
（令和7年度）

前年度以下
（令和8年度）

教育委員会 学校人事課

年間14日以上の年次有給休暇を取得する教職員の割
合

63.0%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

69.5％
（令和5年度）

A

夏季休業期間で学校閉庁日や休暇取得促進日の設定、全学校園の取組の
集約及びデジタル化・オンライン化の取組の紹介、部活動の地域移行等を
踏まえた時間外電話対応の統一ルールの見直し等、第3次多忙化解消行動
計画に基づく取組を推進した。（前年度実績：令和4年度68.5%）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校人事課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

施策２　創造力と人間力あふれる市民が学び育つ生涯学習の推進

①　家庭教育の充実と子育て支援

家庭教育学級でのアンケートで「今後に生かすことが
できる」と回答した参加者の割合

91.2%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

91.2%
（令和5年度）

A

令和4年度実績89％から、令和5年度は91.2％に回復した。家庭教育力
向上に向けて親の学びや子育て支援講座を実施した。父親学級、オンライ
ン講座を実施して多様化する家庭環境に応じた講座に取り組んだため目
標を達成した。（前年度実績：令和4年度89.0%）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 中央公民館

ブックスタートアンケートにおいて家庭で読み聞かせを
実施した割合

81.4％
（令和元年度）

85.0%
（令和5年度）

78.8%
（令和5年度）

C
アンケートの対象者がブックスタートを受けた際は、コロナ禍で読み聞かせ
が実施できず、家庭での読み聞かせについての働きかけを十分に行うこと
ができなかったこともあり、目標を達成することはできなかった。

─
87.0%

（令和7年度）
─ 教育委員会 中央図書館

②　循環型生涯学習の推進

にいがた市民大学受講者の満足度
78%

（令和3年度）
前年度以上

（令和5年度）
90.9%

（令和5年度）
A

基本講座5講座（うち1講座をゼミナール形式で後期講座として継続）、特
別講座3講座を実施した。学習形態を対面講座のほかにデジタルコンテン
ツを利用したオンライン講座、見逃し配信の拡充により環境整備を図り目
標を達成した。（前年度実績：令和4年度88.0%）

95%
（令和6年度）

95%
（令和7年度）

95%
（令和8年度）

教育委員会 生涯学習センター

生涯学習ボランティア活動件数
977件

（令和3年度）
1,300件

（令和5年度）
671件

（令和5年度）
C

学校や地域に働きかけボランティアの活動件数向上に努めた。活動報告に
ついて、令和4年度まで郵送で求めた活動報告を令和5年度からオンライ
ン回答に変更したところ回答数が減少した。結果的に目標を下回り未達成
になった。

1,400件
（令和6年度）

1,500件
（令和7年度）

1,600件
（令和8年度）

教育委員会 生涯学習センター

地域コミュニティ活動の活性化を支援する事業で学ん
だ成果を今後に生かしたいと回答した割合

87.1%
（令和3年度）

88.0%
（令和5年度）

88.2%
（令和5年度）

A
地域における社会教育活動の活性化促進を図り、多世代交流を通じたシ
ビックプライド醸成に寄与することができた。また、公民館以外での事業実
施に取り組み市民が参加しやすい環境を提供したことで目標を達成した。

90.0%
（令和6年度）

90.0%
（令和7年度）

90.0%
（令和8年度）

教育委員会 中央公民館

市民一人当たりの図書館資料（雑誌、AV、電子書籍を
含む）貸出点数

4.8点
（令和3年度）

5.4点
（令和5年度）

4.8点
（令和5年度）

B
児童生徒全員へのID配布や読み放題コンテンツの充実など電子書籍の利
活用に取り組んだが、目標を達成することはできなかった。

5.4点
（令和6年度）

5.4点
（令和7年度）

5.4点
（令和8年度）

教育委員会 中央図書館

施策３　地域との連携による開かれた学びの推進

①　地域と学校・社会教育施設の協働

コミュニティ・スクールの制度が機能していると回答し
た学校運営協議会の割合

89.0%
（令和3年度）

※モデル校実績

85.0%
（令和5年度）

96.5%
（令和5年度）

A

各学校運営協議会の内実を高めるため、学校運営協議会委員を対象に
ファシリテーションや熟議を体験するコミュニティ・スクール講座を夏季と
冬季の2回実施した。全市導入から2年を経過したことで「熟議」と「協働」
の進め方が浸透してきた。

90.0%
（令和6年度）

90.0%
（令和7年度）

90.0%
（令和8年度）

教育委員会 教育総務課

市立高等学校等における地域連携教育活動に参加し
た生徒数（延べ人数）

3,209人
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

2,217人
（令和5年度）

C
ビジネスプラン作成を目的とした企業プロジェクトを取りやめた学校が
あったため、目標値を達成することができなかった。（前年度実績：令和4
年度3,501人）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 学校支援課

ふれあいプログラム活用校数
35校

（令和元年度）
40校

（令和5年度）
40校

（令和5年度）
A

子どもたちが豊かにかかわる場を提供するために体験的な活動、ふれあ
いプログラムの活用を研修会を通じて各校に推奨した。

41校
（令和6年度）

42校
（令和7年度）

43校
（令和8年度）

教育委員会 生涯学習推進課

地域のこと（自然・歴史・産業など）にふれたり、調べた
りする学習が好きと回答した生徒（中３）の割合

70.9%
（令和3年度）

前年度以上
（令和5年度）

72.3%
（令和5年度）

B
地域学習を総合的な学習の時間に位置づけていることと、各学校がコミュ
ニティ・スクールで地域人材の活用が進んでいることが考えられる。（前年
度実績：令和4年度74.4％）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

教育委員会 生涯学習推進課

分野４　健康・福祉

政策６　生涯にわたる健康で安心な暮らしの実現

施策１　こころと身体の健康の増進

①　全ての市民の健康づくりの推進

ウオーキングチャレンジ参加者数
5,678人

（令和4年度）
6,000人

（令和5年度）
7,376人

（令和5年度）
A

ＳＮＳやテレビ番組に加え、健康経営認定事業所や商工会議所等への情報
配信等、様々な周知を行った他、事業の継続による市民・企業への浸透も
あり、目標を達成することができた。

6,350人
（令和6年度）

6,700人
（令和7年度）

7,000人
（令和8年度）

保健衛生部 保健所健康増進課

国保加入者の特定健診受診率
37.0％

（令和3年度
速報値）

60.0％
（令和5年度）

39.0%
(令和5年度

見込み）
B

新潟市国民健康保険第三期特定健康診査等実施計画に基づき、未受診者
健診や、受診勧奨通知を送付する等の取り組みを実施し未受診者対策の
強化を図った。令和3年度の実績値より令和5年度の実績値は上回る見込
みだが、目標値には届かなかった。

60.0％
(令和6年度）

60.0％
(令和7年度）

60.0％
(令和8年度）

福祉部 保険年金課

８０歳で２０歯以上の自分の歯を有する人（8020達成
者）の割合

56.6％
（令和3年度）

60.0％
（令和5年度）

64.7%
（令和5年度）

A
歯周病予防や口腔機能維持向上に取り組んだことにより、適切な歯科保健
行動をする人が増え、目標を達成することができた。

─
60.2％

（令和7年度）
─ 保健衛生部 保健所健康増進課

②　企業・団体と連携した健康増進

健康経営に取り組む企業・団体数
300事業所
（令和4年度）

320事業所
（令和5年度）

346事業所
（令和5年度）

A
市報、報道発表等様々な情報発信に加え、商工会議所や連携協定締結企
業を通した周知を行った他、セミナーを開催して取組や応募の支援を実施
したことなどにより、目標を達成することができた。

340事業所
（令和6年度）

360事業所
（令和7年度）

380事業所
（令和8年度）

保健衛生部 保健所健康増進課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

③　経験・知見を活かした感染症対策の推進

高齢者施設感染症対策リーダーの養成数 ─
20人

（令和5年度）
28人

（令和5年度）
A

感染症対策リーダー養成研修会を、市内病院ICNと連携し実施したこと
で、17施設28人のリーダーを養成し、目標値を達成することができた。

20人
（令和6年度）

20人
（令和7年度）

20人
（令和8年度）

保健衛生部 保健管理課

医療機関感染対策合同カンファレンスへの出席回数
2回

（令和3年度）
12回

（令和5年度）
22回

（令和5年度）
A

市内6医療機関がそれぞれ年4回実施しているカンファレンス（全24回）に
22回出席し、状況把握や情報提供を行うなど医療機関等と連携強化を
図った。

12回
（令和6年度）

12回
（令和7年度）

12回
（令和8年度）

保健衛生部 保健管理課

④　必要な医療が提供される体制づくり

救急搬送人員のうち軽症者が占める割合
【注：維持または減少を目指す指標】

27.1%
（令和3年）

策定時点以下
（令和5年）

27.5%
（令和5年）

C
報道機関、インターネット、SNSなど、あらゆる広報媒体を活用して、救急
車の適正利用や予防救急の広報を行ったが、軽症者が占める割合が策定
時点を上回った。

前年実績以下
（令和6年）

前年実績以下
（令和7年）

前年実績以下
（令和8年）

保健衛生部
消防局

地域医療推進課
救急課

訪問看護ステーションの看護職員数（常勤換算）
348人

（令和2年度）
436人

（令和3年度）
401人

（令和3年度）
B

訪問看護ステーションの看護職員数は増加基調にあるものの、令和2年以
降、新型コロナウイルスの影響により増加数が小幅に留まった。

524人
（令和4年度）

612人
（令和5年度）

700人
（令和6年度）

保健衛生部 地域医療推進課

⑤　悩みを抱える人のこころの支援

電話・メール等による相談事業における相談件数
15,653件

（令和3年度）
策定時点以上
（令和5年度）

16,921件
（令和5年度）

A
自殺予防街頭キャンペーンや市ホームページ等で、相談窓口の周知を図っ
たことで、目標を達成することができた。

前年度実績以上
(令和6年度）

前年度実績以上
(令和7年度）

前年度実績以上
(令和8年度）

保健衛生部
こころの健康セン

ター

ひきこもり支援に関する相談件数
1,937件

（令和3年度）
策定時点以上
（令和5年度）

2,036件
（令和5年度）

A
新潟市ひきこもり相談支援センターにおける、面談、訪問、SNS等を活用
した相談、及び市ホームページや関係機関、各種会議等での周知を積極的
に実施した結果、目標を達成することができた。

前年度実績以上
(令和6年度）

前年度実績以上
(令和7年度）

前年度実績以上
(令和8年度）

保健衛生部
こころの健康セン

ター

こころの健康に関する研修会参加者数
312人

（令和3年度）
375人

（令和5年度）
354人

（令和5年度）
B

令和5年度は若年層の支援者等に向けて研修プログラムを作成し、目標値
にわずかに届かなかったものの、ほぼ達成することができた。研修のニー
ズが多様化していることから、今後はニーズを丁寧に掘り起こすとともに、
作成した研修プログラムを活用し、研修の対象を広げていく。

400人
(令和6年度）

430人
(令和7年度）

455人
(令和8年度）

保健衛生部
こころの健康セン

ター

分野４　健康・福祉

政策７　福祉　　自分らしくいきいきと安心して心豊かに暮らせる地域共生社会の実現

施策１　高齢者が自分らしく安心して暮らせる健康長寿社会の実現

①　介護予防・健康づくり・社会参加の推進

フレイルチェック参加者数
307人

（令和3年度）
1,000人

（令和5年度）
863人

（令和5年度）
B

フレイルチェックの重要性に対する普及啓発不足により目標まで至らな
かったものの、参加者数は着実に増えており、会場を増やすなど改善して
いきたい。

1,080人
（令和6年度）

1,160人
（令和7年度）

1,240人
（令和8年度）

福祉部 地域包括ケア推進課

フレイルチェックに2回以上参加した人の割合（リピート
率）

16.3％
（令和3年度）

21.0％
（令和5年度）

42.8%
（令和5年度）

A
上期、下期開催の受付を同時に行うなど受付方法を工夫したことで、目標
を大幅に達成することができた。

24.0％
（令和6年度）

27.0％
（令和7年度）

30.0％
（令和8年度）

福祉部 地域包括ケア推進課

地域の茶の間助成数
424件

（令和4年度）
432件

（令和5年度）
460件

（令和5年度）
A

支え合いのしくみづくり推進員を中心に新規実施団体の創出に取り組ん
だことで、目標を大幅に達成することができた。

440件
（令和6年度）

448件
（令和7年度）

456件
（令和8年度）

福祉部 地域包括ケア推進課

②　地域での支え合い・認知症施策の推進

地域の茶の間助成数
424件

（令和4年度）
432件

（令和5年度）
460件

（令和5年度）
A

支え合いのしくみづくり推進員を中心に新規実施団体の創出に取り組ん
だことで、目標を大幅に達成することができた。

440件
（令和6年度）

448件
（令和7年度）

456件
（令和8年度）

福祉部 地域包括ケア推進課

認知症サポーター養成人数
7,000人

（令和4年度）
7,000人

（令和5年度）
3,981人

（令和5年度）
C

コロナ禍以前に多かった企業や学校からの申込が伸び悩み、目標値を達
成することができなかった。今後も認知症に対する理解促進が必要なこと
から、しっかり取り組んでいきたい。

7,000人
（令和6年度）

7,000人
（令和7年度）

7,000人
（令和8年度）

福祉部 地域包括ケア推進課

成年後見制度利用支援事業利用者数（高齢者分）
568件

（令和4年度）
692件

（令和5年度）
617件

（令和5年度）
B

制度利用者（報酬助成）数に関して、例年ほどの伸びが見られなかったた
め、目標件数を下回った。

756件
（令和6年度）

867件
（令和7年度）

999件
（令和8年度）

福祉部 高齢者支援課

③　介護サービスの充実と生活基盤整備

小規模多機能型居宅介護事業所整備数
69箇所

（令和4年度）
71箇所

（令和5年度）
62箇所

（令和5年度）
C

令和4年度から令和5年度にかけ、廃止が4箇所、転換が1箇所あったこ
と、深刻な介護人材不足や建設コストの高騰等の影響により応募がなかっ
たため、目標を達成することはできなかった。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

福祉部 高齢者支援課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

看護小規模多機能型居宅介護事業所整備数
14箇所

（令和4年度）
16箇所

（令和5年度）
16箇所

（令和5年度）
A

既存事業所（小規模多機能型居宅介護事業所）の転換により目標数を達成
した。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

福祉部 高齢者支援課

介護人材数（常勤換算）
11,110人

（令和4年度）
11,420人

（令和5年度）
10,919人

（令和5年度）
C

介護職の求人倍率が、他職種と比較して非常に高いことから他職種に人
材が流れているため、目標達成には至らなかったと考えられる。

11,731人
（令和6年度）

12,041人
（令和7年度）

12,351人
（令和8年度）

福祉部 高齢者支援課

④　在宅医療・介護連携の推進

訪問看護ステーションの看護職員数（常勤換算）
348人

（令和2年度）
436人

（令和3年度）
401人

（令和3年度）
B

訪問看護ステーションの看護職員数は増加基調にあるものの、令和2年以
降、新型コロナウイルスの影響により増加数が小幅に留まった。

524人
（令和4年度）

612人
（令和5年度）

700人
（令和6年度）

保健衛生部 地域医療推進課

施策２　障がいの有無によらず安心して暮らせる共生社会の実現

①　地域生活の支援体制の充実

市内グループホーム定員数
806人

（令和3年度）
956人

（令和5年度）
1,007人

（令和5年度）
A

依然としてグループホームへの需要が高く、順調に新規指定や住居追加が
あったため、目標を達成できた。

1,024人
（令和6年度）

1,092人
（令和7年度）

1,160人
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

強度行動障がい者（児）支援職員フォローアップ事業利
用件数

80件
（令和3年度）

90件
（令和5年度）

80件
（令和5年度）

B
強度行動障がいに関するシンポジウムの開催、強度行動障がい支援マネー
ジャーの障がい福祉サービス事業所への派遣等、障がい福祉サービス事業
所の支援力向上に努めたが目標には届かなかった。

95件
（令和6年度）

100件
（令和7年度）

105件
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

地域生活支援拠点機能実施箇所数
20箇所

（令和3年度）
22箇所

（令和5年度）
23箇所

（令和5年度）
A

地域生活支援拠点登録事業所会議に未登録事業所からも参加してもら
い、事業の趣旨や概要を説明し登録勧奨を行うことで、実施箇所（登録事
業所）を増やすことができた。

23箇所
（令和6年度）

24箇所
（令和7年度）

25箇所
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

障がい者基幹相談支援センターへの医療的ケア児等
コーディネーター配置数

3人
（令和3年度）

4人
（令和5年度）

4人
（令和5年度）

A

市内4か所の障がい者基幹相談支援センターの相談員に医療的ケア児等
コーディネーターの資格を取得してもらうことで、地域における医療的ケ
ア児への支援のための関係機関等と調整役としての専門知識を備えた相
談員を配置することができた。

4人
（令和6年度）

4人
（令和7年度）

4人
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

②　早期の気づき、療育・教育の充実

障がい児相談支援事業所数
33箇所

（令和3年度）
36箇所

（令和5年度）
37箇所

（令和5年度）
A

障がい児を対象としていない既存相談支援事業所への働きかけ等により、
目標を達成することができた。

37箇所
（令和6年度）

38箇所
（令和7年度）

39箇所
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

放課後等デイサービス事業所数
96箇所

（令和3年度）
118箇所

（令和5年度）
108箇所

（令和5年度）
B

事業所数の少ない区への設置も含め、新規指定の促進に努めたが、人材不
足等により目標を達成できなかった。

126箇所
（令和6年度）

134箇所
（令和7年度）

142箇所
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

③　雇用促進と就労支援の充実

新潟市障がい者就業支援センター登録者の就職者数
136人

（令和3年度）
154人

（令和5年度）
146人

（令和5年度）
B

障がい者就業支援センターによる就労から定着までの伴走型支援に取り
組んだが、職業準備性の低い方の相談も多く、目標の就職者数は達成でき
なかった。

161人
（令和6年度）

169人
（令和7年度）

177人
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

新潟市障がい者雇用支援企業ネットワーク“みつばち”
登録事業所数

128団体
（令和3年度）

140団体
（令和5年度）

134団体
（令和5年度）

B
定期的なセミナーや意見交換など、障がい者雇用に関して企業の不安解消
やノウハウの共有に努めたが、登録企業数は目標に届かなかった。

146団体
（令和6年度）

152団体
（令和7年度）

158団体
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

就労継続支援A型の平均月額工賃（賃金）
70,448円

（令和3年度）
74,000円

（令和5年度）
100,788円
（令和5年度）

A
障がいのある人が通う施設等で作られた製品を展示・販売する機会を創
出・支援することにより、工賃向上につなげることができた。

76,000円
（令和6年度）

78,000円
（令和7年度）

80,000円
（令和8年度）

福祉部 障がい福祉課

施策３　生活に困窮する人に寄り添った自立支援

①　個別の状況に応じた支援

生活困窮者の新規相談のうち自立生活のための支援
プラン作成者数の割合

38.1％
（令和3年度）

42.5％
（令和5年度）

72.3％
（令和5年度）

A
相談件数の増加及び支援ニーズの多様化に伴い強化した支援体制を維持
することで、相談者のアセスメントを確実に実施して、個別の状況の応じた
支援プランを作成することができた。

45.0％
（令和6年度）

47.5％
（令和7年度）

50.0％
（令和8年度）

福祉部 福祉総務課

支援プランに就労支援が盛り込まれた対象者数の割合
32.1％

（令和3年度）
37.5％

（令和5年度）
39.7％

（令和5年度）
A

関係機関と連携した包括的な支援を実施することで、相談者の複雑化・複
合化する問題を解決しながら、一体的に就労支援を実施した。

45.0％
（令和6年度）

52.5％
（令和7年度）

60.0％
（令和8年度）

福祉部 福祉総務課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

分野５　産業・交流

政策８　産業・雇用　　地域経済に活力を生み出す産業の振興と雇用の創出

施策１　地域企業の持続的発展に向けた経営支援

①　経営課題の解決に向けた支援

新潟IPC財団ビジネス支援センターのコンサルティン
グにより課題が解決した企業の割合

100％
（令和3年度）

策定時点を維持
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
令和５年度相談者アンケート結果では、「相談内容が解決した：56.7％」
「相談内容が一部解決した：12.1％」「解決に向けて前進した：31.2％」と
なり、「解決しなかった」との回答は1件もなかった。

策定時点を維持
(令和6年度)

策定時点を維持
(令和7年度)

策定時点を維持
(令和8年度)

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

DXプラットフォーム会員企業・団体数
54社・団体

（令和3年度）
90社・団体

（令和5年度）
58社・団体

（令和5年度）
B

新規会員獲得に向け、実践型プログラムの実施や情報発信するとともに、
現会員企業向けの活動にも積極的に取り組み、加入・継続もあったが、目
的を達成したことによる退会もあり、目標を達成することができなかった。

90社・団体
（令和6年度）

90社・団体
（令和7年度）

90社・団体
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

②　デジタル化・脱炭素化による競争力強化　

DXプラットフォーム会員企業・団体数
54社・団体

（令和3年度）
90社・団体

（令和5年度）
58社・団体

（令和5年度）
B

新規会員獲得に向け、実践型プログラムの実施や情報発信するとともに、
現会員企業向けの活動にも積極的に取り組み、加入・継続もあったが、目
的を達成したことによる退会もあり、目標を達成することができなかった。

90社・団体
（令和6年度）

90社・団体
（令和7年度）

90社・団体
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

DXプラットフォーム等新規事業創出支援件数
5件

（令和4年度）
5件

（令和5年度）
8件

（令和5年度）
A

DXプラットフォーム会員企業が実施するデジタル技術を活用した実証・実
装に対し、目標を超える支援を実施することができた。

5件
（令和6年度）

5件
（令和7年度）

5件
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

中小企業者へのデジタル技術活用支援事業による付
加価値額向上割合

─
1.5%

（令和5年度）
42.0％

（令和5年度）
A

デジタル技術活用促進補助金の対象事業者による積極的な設備投資の結
果、目標値を達成することができた。

1.5%
（令和6年度）

1.5%
（令和7年度）

1.5%
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

産業部門における温室効果ガス（ＣＯ２）排出量削減量
（平成２５年度比）
【注：維持または減少を目指す指標】

△22.1％
（平成30年度）

策定時点より削減
（令和元年度）

△35.2％
（令和元年度）

A
エネルギー消費効率やCO2排出原単位（電力）の改善、化学工業の市内製
造品出荷額が減少した影響により、目標値を達成することができた。

策定時点より削減
（令和2年度）

策定時点より削減
（令和3年度）

策定時点より削減
（令和4年度）

経済部 企業誘致課

中小企業者の設備投資への支援事業による作業効率
化割合

51.7％
（令和3年度）

50.0%
（令和5年度）

110.6％
（令和5年度）

A
生産性向上・グリーン設備投資補助金の対象事業者による積極的な設備投
資の結果、目標値を達成することができた。

50.0%
（令和6年度）

50.0%
（令和7年度）

50.0%
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

③　人材確保・育成に向けた支援　

働き方改革推進・実践企業ネットワークに参画する企
業数

─
10社

（令和5年度）
4社

（令和5年度）
B

ネットワーク構築ワークショップには８社の参加があったものの、令和５年
度は事業初年度のためネットワーク登録のメリットが浸透せず、企業数は４
社にとどまった。２年目以降はメリットを広く周知するとともに、効果的な
事業実施が必要。

10社
（令和6年度）

10社
（令和7年度）

10社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

大学生等の地元就職意識醸成取組への学生参加者数
30人

（令和4年度末
予定）

60人
（令和5年度）

36人
（令和5年度）

B

産官学連携プロジェクトと連携した大学生向けワークショップを３回開催。
また、リクルーター養成講座の審査員として大学生の参加を募り、地元企
業を知る機会を設けた。コロナ禍が落ち着き産官学連携プロジェクト登録
学生の行動様式に変化がみられ、参加者は延べ36人にとどまった。

60人
（令和6年度）

60人
（令和7年度）

60人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

地域で人材を確保・育成する取組への参加企業数 ─
30社

（令和5年度）
28社

（令和5年度）
B

自社の魅力向上や社内外への発信など、リクルーター活動に携わる人材を
養成する全６回の連続講座であったため、一部受講者のスケジュール確保
が難しく、目標にわずかに及ばなかった。

30社
（令和6年度）

30社
（令和7年度）

30社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

④　地域経済の持続的発展に向けた取組

DXプラットフォーム会員企業・団体数
54社・団体

（令和3年度）
90社・団体

（令和5年度）
58社・団体

（令和5年度）
B

新規会員獲得に向け、実践型プログラムの実施や情報発信するとともに、
現会員企業向けの活動にも積極的に取り組み、加入・継続もあったが、目
的を達成したことによる退会もあり、目標を達成することができなかった。

90社・団体
（令和6年度）

90社・団体
（令和7年度）

90社・団体
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

中小企業者の設備投資への支援事業による作業効率
化割合

51.7％
（令和3年度）

50.0%
（令和5年度）

110.6％
（令和5年度）

A
生産性向上・グリーン設備投資補助金の対象事業者による積極的な設備投
資の結果、目標値を達成することができた。

50.0%
（令和6年度）

50.0%
（令和7年度）

50.0%
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

中小企業者へのデジタル技術活用支援事業による付
加価値額向上割合

─
1.5%

（令和5年度）
42.0％

（令和5年度）
A

デジタル技術活用促進補助金の対象事業者による積極的な設備投資の結
果、目標値を達成することができた。

1.5%
（令和6年度）

1.5%
（令和7年度）

1.5%
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

商店街が連携して取り組む事業数 ─
20件

（令和5年度）
41件

（令和5年度）
A

継続して実施した「地域を支える商店街支援事業」と令和5年度に新規で
創設した「つながる商店街支援事業」の実施を通じ、連携して取り組むこと
のメリットを周知するなどにより目標を達成することができた。

20件
（令和6年度）

20件
（令和7年度）

20件
（令和8年度）

経済部 商業振興課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

施策２　地域経済の活性化に資する新たなビジネスの創出支援

①　起業・創業しやすい環境づくり

創業支援事業計画に基づく延べ創業支援件数
2,562件

（令和3年度）
2,500件

（令和5年度）
2,846件

（令和5年度）
A

新潟市・ＩＰＣのみならず、商工会議所、金融機関などの市内の創業支援事
業者等と連携し、支援体制を維持することができた。

2,500件
（令和6年度）

2,500件
（令和7年度）

2,500件
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

直近3年間の平均創業者数
（新潟市及び新潟IPC財団ビジネス支援センターが支
援した対象者）

174人
（令和元～令和3年

度平均値）

策定時点を維持
（令和3～令和5年

度平均値）

218人
（令和3～令和5年

度平均値）
A

新潟市・ＩＰＣで、創業につながる支援を提供することで、令和5年度で
220人の創業者、令和3～5年度平均で218人と、目標を達成することが
できた。

策定時点を維持
（令和4～令和6年

度平均値）

策定時点を維持
（令和5～令和7年

度平均値）

策定時点を維持
（令和6～令和8年

度平均値）
経済部

産業政策・イノベー
ション推進課

創業者の５年事業継続率

89.5％
（令和3年度）

（直近の全国平均
81.7%）

全国平均以上
（令和5年度）

89.9％
（令和5年度）

A
経営、財務、人材育成、販路開拓について学ぶ特定創業支援等事業を通じ
て、事業継続を見据えた支援を提供することができた。（全国平均：直近
81.7%）

全国平均以上
（令和6年度）

全国平均以上
（令和7年度）

全国平均以上
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

DXプラットフォーム等新規事業創出支援件数
5件

（令和4年度）
5件

（令和5年度）
8件

（令和5年度）
A

DXプラットフォーム会員企業が実施するデジタル技術を活用した実証・実
装に対し、目標を超える支援を実施することができた。

5件
（令和6年度）

5件
（令和7年度）

5件
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

②　社会の変化を見据えた新規事業創出の支援

DXプラットフォーム会員企業・団体数
54社・団体

（令和3年度）
90社・団体

（令和5年度）
58社・団体

（令和5年度）
B

新規会員獲得に向け、実践型プログラムの実施や情報発信するとともに、
現会員企業向けの活動にも積極的に取り組み、加入・継続もあったが、目
的を達成したことによる退会もあり、目標を達成することができなかった。

90社・団体
（令和6年度）

90社・団体
（令和7年度）

90社・団体
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

DXプラットフォーム等新規事業創出支援件数
5件

（令和4年度）
5件

（令和5年度）
8件

（令和5年度）
A

DXプラットフォーム会員企業が実施するデジタル技術を活用した実証・実
装に対し、目標を超える支援を実施することができた。

5件
（令和6年度）

5件
（令和7年度）

5件
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

産業部門における温室効果ガス（ＣＯ２）排出量削減量
（平成２５年度比）
【注：維持または減少を目指す指標】

△22.1％
（平成30年度）

策定時点より削減
（令和元年度）

△35.2％
（令和元年度）

A
エネルギー消費効率やCO2排出原単位（電力）の改善、化学工業の市内製
造品出荷額が減少した影響により、目標値を達成することができた。

策定時点より削減
（令和2年度）

策定時点より削減
（令和3年度）

策定時点より削減
（令和4年度）

経済部 企業誘致課

③　戦略的な企業立地・誘致の推進　

新規立地事業所数
24社

（令和3年度）
30社

（令和5年度）
35社

（令和5年度）
A

工業振興条例助成金などの充実した支援制度や、民間のネットワーク・知
見を活かした誘致手法を取り入れた積極的な誘致活動の結果、目標値を
達成した。

30社
（令和6年度）

30社
（令和7年度）

30社
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

新規立地に伴う新規雇用者数
559人

（令和3年度）
500人

（令和5年度）
956人

（令和5年度）
A

工業振興条例助成金などの充実した支援制度や、民間のネットワーク・知
見を活かした誘致手法を取り入れた積極的な誘致活動の結果、目標値を
達成した。

500人
（令和6年度）

500人
（令和7年度）

500人
（令和8年度）

経済部 企業誘致課

④　海外ビジネスの推進

輸出商談件数
14件

（令和3年度）
前年度実績以上
（令和5年度）

63件
（令和5年度）

A
市単独での商談会のほか、ジェトロや商工会議所等と連携して商談会を開
催したことで、効果的に実施できたため、目標を大きく上回ることができ
た。（前年度実績：令和4年度24件）

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

外資系企業や外国人起業家の支援件数
3件

（令和3年度）
前年度実績以上
（令和5年度）

2件
（令和5年度）

C
外国人起業家からの（支援に至らない）問い合わせは3件あったものの、外
資系企業及び外国人起業家への支援はそれぞれ1件であり、目標を達成で
きなかった。（前年度実績：令和4年度3件）

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

施策３　誰もがいきいきと働ける環境づくり

①　働き方改革など職場環境の整備　

所定外労働時間数
【注：維持または減少を目指す指標】

9.0時間／月
（令和3年度）

9.0時間／月
（令和5年度）

8.9時間/月
（令和5年度）

A
規模別では中小企業が7.7時間/月、大企業が9.6時間/月であり、全体と
して目標を達成した。

9.0時間／月
（令和6年度）

9.0時間／月
（令和7年度）

9.0時間／月
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

働き方改革推進・実践企業ネットワークに参画する企
業数

─
10社

（令和5年度）
4社

（令和5年度）
B

ネットワーク構築ワークショップには８社の参加があったものの、令和５年
度は事業初年度のためネットワーク登録のメリットが浸透せず、企業数は４
社にとどまった。２年目以降はメリットを広く周知するとともに、効果的な
事業実施が必要。

10社
（令和6年度）

10社
（令和7年度）

10社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

②　多様な就労の機会の創出

新潟地域若者サポートステーションを利用した人のう
ち、就職した人数（雇用保険被保険者資格を取得した
就職者）

157人
（令和3年度）

前年度を上回る
（令和5年度）

147人
（令和5年度）

C
令和3～4年度はウイルス禍により電話による相談者も含めて集計してい
たが、令和5年度からは従来どおり来所による相談者のみ集計したため、
目標値には及ばなかった。（前年度実績：令和4年度181人）

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

働き方改革推進・実践企業ネットワークに参画する企
業数

─
10社

（令和5年度）
4社

（令和5年度）
B

ネットワーク構築ワークショップには８社の参加があったものの、令和５年
度は事業初年度のためネットワーク登録のメリットが浸透せず、企業数は４
社にとどまった。２年目以降はメリットを広く周知するとともに、効果的な
事業実施が必要。

10社
（令和6年度）

10社
（令和7年度）

10社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

分野５　産業・交流

政策９　農林水産　　都市と田園の調和を活かした持続可能な農林水産業の実現

施策１　売れる米づくりと園芸産地づくりの推進

①　「儲かる農業」に向けた農業生産基盤の整備・保全

ほ場整備率
52.3%

（令和3年度）
55.0%

（令和5年度）
53.4%

（令和5年度）
B

資材費高騰に伴う工事費の上昇などにより、整備が進まず目標達成には
至らなかった。

56.5%
（令和6年度）

58.0%
（令和7年度）

59.5%
（令和8年度）

農林水産部
農村整備・水産振興

課

市管理農業用排水機場の機能保全計画に基づく長寿
命化対策の実施率

50%
（令和3年度）

100%
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
機能保全計画を踏まえつつ、施設の適切な日常管理、状態監視の強化によ
り、対策時期を見直しながら劣化状況に応じた補修や更新などの対策を計
画的に実施した。

100%
（令和6年度）

100%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

農林水産部
農村整備・水産振興

課

認定農業者等への農地集積率
70.9%

（令和3年度）
74.0%

（令和5年度）
72.2%

（令和5年度）
B

県平均以下のほ場整備率や、肥料や農業資材の高騰など厳しい農業環境
が要因となり、目標達成に至らなかった。

75.5%
（令和6年度）

77.0%
（令和7年度）

78.5%
(令和8年度）

農林水産部 農林政策課

②　生産性向上と持続性の両立に向けたスマート農業技術の導入促進

1億円園芸産地の販売額の合計額
102.3億円
（令和3年）

108.6億円
（令和5年）

113.9億円
（令和5年）

A
新たな園芸産地づくりの取組やトップセールスの実施に加え、元気な農業
応援事業に園芸産地の強化に向けた新規の取組への支援を新設するな
ど、産地の園芸生産を後押しした。

111.9億円
（令和6年）

115.3億円
（令和7年）

118.8億円
（令和8年）

農林水産部 農林政策課

環境への負荷を低減させる取組の面積
31,403a

（令和3年度）
37,000a

（令和5年度）
37,791a

（令和5年度）
A

化学肥料や化学合成農薬の低減に向けた農業者への取り組み支援を通じ
て、取組者の増加や既存取組者の取組面積が拡大した。

40,000a
（令和6年度）

43,000a
（令和7年度）

46,000a
（令和8年度）

農林水産部 農林政策課

③　意欲ある担い手等の確保・育成

新規就農者数
80人

（令和3年）
70人

（令和5年）
95人

（令和5年）
A

就農研修など既存の取組に加え、新規就農者確保に向けた施策を創設。就
農の魅力をＰＲするパンフレットなどを作成し、制度の普及啓発を図ったこ
とで、親元就農者を中心に新規就農者数が増加した。

70人
（令和6年）

70人
（令和7年）

70人
（令和8年）

農林水産部 農林政策課

④　新たな需要に応える農産物の生産体制の強化

1億円園芸産地の販売額の合計額
102.3億円
（令和3年）

108.6億円
（令和5年）

113.9億円
（令和5年）

A
新たな園芸産地づくりの取組やトップセールスの実施に加え、元気な農業
応援事業に園芸産地の強化に向けた新規の取組への支援を新設するな
ど、産地の園芸生産を後押しした。

111.9億円
（令和6年）

115.3億円
（令和7年）

118.8億円
（令和8年）

農林水産部 農林政策課

農業産出額のうち米・麦・大豆等主要作物の産出額及
び交付金

343.1億円
（令和3年）

拡大させる
（令和4年）

315.5億円
（令和4年）

C
米以外の主要作物の産出額及び交付金は増加したものの、米価下落の影
響を強く受け、目標達成には至らなかった。

拡大させる
（令和5年）

拡大させる
（令和6年）

拡大させる
（令和7年）

農林水産部 農林政策課

⑤　所得拡大に向けた販売力の強化

トップセールスの実施回数
2回

（令和3年度）
2回

（令和5年度）
4回

（令和5年度）
A

関係団体と年間の販売促進計画を共有することで、計画的に事業展開を
行うことができた。（首都圏卸売り業者向け：2回、市内卸売り業者向け：1
回、首都圏消費者向け：1回）

2回
（令和6年度）

2回
（令和7年度）

2回
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

海外市場でのプロモーション実施回数
1回

（令和3年度）
2回

（令和5年度）
3回

（令和5年度）
A

新潟県と連携し、アメリカで精米、シンガポールで枝豆、タイで越後姫など
現地の小売店で消費者向けに新潟市産農産物のプロモーションを実施す
ることができた。

2回
（令和6年度）

2回
（令和7年度）

2回
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

フードメッセ成約見込件数
745件

（令和3年度）
1,000件

（令和5年度）
3,074件

（令和5年度）
A

新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴い、来場者が増加したこ
とに加え、出展者に対し商談時の重要ポイントをコーチングした。

1,000件
（令和6年度）

1,000件
（令和7年度）

1,000件
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

施策２　農林水産業を活かしたまちづくり

①　地域資源を活用し、コミュニティの活力を創出

農家の相談を受け6次産業化・農商工連携を支援した
件数

5件
（令和3年度）

5件
（令和5年度）

8件
（令和5年度）

A
ホームページや農協等へのチラシ配布など広く事業を周知したほか、前年
度からの継続した相談・フォローアップにより事業化に至った農業者が増
えた。

5件
（令和6年度）

5件
（令和7年度）

5件
（令和8年度）

農林水産部
農業活性化研究セン

ター

農業サポーターのうち活動した人数（登録者全体に対
する割合）

142人（34%）
（令和3年度）

150人（36%）
（令和5年度）

109人(23%）
(令和5年度）

C
夏の猛暑の影響で、サポーターが活動を控える状況にあったほか、農家の
受入れ希望数も減ったことから目標達成には至らなかった。

159人(38%)
（令和6年度）

167人(40%)
（令和7年度）

176人(42%)
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

多面的機能支払交付金事業によって広域的に保全管
理される農用地面積の割合

81%
（令和3年度）

84%
（令和5年度）

81%
（令和5年度）

B
事務作業の負担軽減や集落間連携等といった広域活動のメリットが浸透
せず、目標達成に至らなかった。

85%
（令和6年度）

87%
（令和7年度）

89%
（令和8年度）

農林水産部
農村整備・水産振興

課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

②　食と農への理解促進とシビックプライドの醸成

食と農のわくわくSDGs学習プログラム実施校数 ─
7校

（令和5年度）
15校

（令和5年度）
A

市内の小中学校へのアンケートや高校、専門学校、大学への働きかけを行
い、モデル校12校（小学校5、中学校3、高校2、専門学校1、大学1）を選定
したほか、令和4年度から継続して小学校3校が実践校として取り組んだ。

14校
（令和6年度）

21校
（令和7年度）

28校
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

いくとぴあ食花・アグリパークの来場者数
1,502,858人
（令和3年度）

1,612,000人
（令和5年度）

1,719,828人
（令和5年度）

A
食と花だけでなく、こどもや動物などの各施設が連携し、多彩なイベントを
実施したほか、団体利用や体験利用の回数を増やしたことにより人数が増
加した。

1,668,000人
（令和6年度）

1,727,000人
（令和7年度）

1,784,000人
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

学校給食における地場産物を使用する割合（金額ベー
ス）

県産58.4%
（令和3年度）

県産58.8%
（令和5年度）

県産59.9%
（令和5年度）

A
野菜等の入荷及び価格予想の情報を給食現場へ提供したほか、各施設で
「地場産推奨献立」を取り入れ、地場産食材を積極的に活用した。

県産59.3%
（令和6年度）

県産59.7%
（令和7年度）

県産60.2%
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

③　新潟の農水産物と食文化を全国に発信

トップセールスの実施回数
2回

（令和3年度）
2回

（令和5年度）
4回

（令和5年度）
A

関係団体と年間の販売促進計画を共有することで、計画的に事業展開を
行うことができた。（首都圏卸売り業者向け：2回、市内卸売り業者向け：1
回、首都圏消費者向け：1回）

2回
（令和6年度）

2回
（令和7年度）

2回
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

新潟市食文化創造都市推進プロジェクトの採択事業数
83事業

（令和3年度）
98事業

（令和5年度）
94事業

（令和5年度）
B

「支援からの自走」の流れを目指した審査を徹底したことにより、想定より
採択件数が減少し目標達成には至らなかった。

105事業
（令和6年度）

112事業
（令和7年度）

119事業
（令和8年度）

農林水産部 食と花の推進課

輸出商談件数
14件

（令和3年度）
前年度実績以上
（令和5年度）

63件
（令和5年度）

A
市単独での商談会のほか、ジェトロや商工会議所等と連携して商談会を開
催したことで、効果的に実施できたため、目標を大きく上回ることができ
た。（前年度実績：令和4年度24件）

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

経済部
産業政策・イノベー

ション推進課

④　林業・水産業の環境整備

森林経営管理制度に基づき、所有者に意向調査を行っ
た面積

694ha
（令和4年度）

841ha
（令和5年度）

849ha
（令和5年度）

A
令和元年度から意向調査を行ってきた西蒲区に加え、新たに秋葉区にお
いて意向調査を実施し、目標を達成した。

978ha
（令和6年度）

1,162ha
（令和7年度）

1,298ha
（令和8年度）

農林水産部 農林政策課

保安林の面積
1,085.66ha
（令和4年度）

1,085.66ha
（令和5年度）

1,084.91ha
（令和5年度）

C
森林病害虫の対策を実施し、市内の守るべき海岸保安林の面積を維持し
た。ただし、道路用地とする等の理由により、県が保安林指定を解除した
面積分は減少した。

1,085.66ha
（令和6年度）

1,085.66ha
（令和7年度）

1,085.66ha
（令和8年度）

農林水産部 農林政策課

漁港施設の長寿命化対策の実施率 ─
計画策定

（令和5年度）

巻漁港の機能保全
計画策定

（令和5年度）
A

国の補助事業を活用し、長寿命化に資する巻漁港の機能保全計画を策定
した。

100%
（令和6年度）

100%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

農林水産部
農村整備・水産振興

課

分野５　産業・交流

政策10　観光・交流　　魅力と拠点性を活かした交流の促進

施策１　新潟の魅力と優れた拠点性を活かした交流人口の拡大

①　持続可能な観光の推進とおもてなし態勢の強化

新潟観光コンベンション協会SNSフォロワー数
2,550人

（令和3年度）
3,750人

（令和5年度）
4,707人

（令和5年度）
A

若年層への情報発信を強化するため、観光親善大使によるインスタグラム
リール動画を制作するなど、フォロワー数の増加につなげることができた。

4,350人
（令和6年度）

4,950人
（令和7年度）

5,550人
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光政策課

公式観光ホームページの年間訪問数
365,046件
（令和3年度）

※参考値

727,223件
（令和5年度）

828,087件
（令和5年度）

A
令和３年度に公式観光ホームページをリニューアルし、以降もイベントや観
光スポット情報など、こまめに掲載コンテンツの更新に努めたことで、訪問
数の増加につなげることができた。

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光政策課

新潟市教育旅行プログラム利用件数 ─
20件

（令和5年度）
5件

（令和5年度）
B

映像制作もなされるなど、プログラム参加者から反応も良く、新たな新潟
ファンの獲得に一定の効果はあったが、コロナ収束に伴い、首都圏や関西
圏への修学旅行需要が回帰したことで目標は達成できなかった。

30件
（令和6年度）

40件
（令和7年度）

50件
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光推進課

観光循環バス乗車人数
39,107人

（令和3年度）
52,000人

（令和5年度）
73,346人

（令和5年度）
A

コロナ収束に伴う来訪者の増加のほか、イベントでのPRや他の施策での
活用など様々な機会をとらえた積極的な広報により目標を達成できた。

60,000人
（令和6年度）

63,000人
（令和7年度）

65,000人
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光推進課

②　新潟の個性・魅力と拠点性を活かした誘客の促進

新潟観光コンベンション協会SNSフォロワー数
2,550人

（令和3年度）
3,750人

（令和5年度）
4,707人

（令和5年度）
A

若年層への情報発信を強化するため、観光親善大使によるインスタグラム
リール動画を制作するなど、フォロワー数の増加につなげることができた。

4,350人
（令和6年度）

4,950人
（令和7年度）

5,550人
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光政策課

公式観光ホームページの年間訪問数
365,046件
（令和3年度）

※参考値

727,223件
（令和5年度）

828,087件
（令和5年度）

A
令和３年度に公式観光ホームページをリニューアルし、以降もイベントや観
光スポット情報など、こまめに掲載コンテンツの更新に努めたことで、訪問
数の増加につなげることができた。

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

コンベンション件数
52件

（令和3年度）
208件

（令和5年度）
172件

（令和5年度）
B

コロナ収束に伴い回復はしているものの、スポーツ大会や競技会に比べ、
学会・会合の回復が遅く、また、学会についてはオンラインによる開催も増
えていることもあり、全体として目標は達成できなかった。

250件
（令和6年度）

250件
（令和7年度）

250件
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光推進課

新潟空港利用者数
389千人

（令和3年度）
―

1,056千人
（令和5年度）

－

コロナ禍を経た新潟空港の受入態勢整備のため、地上業務員確保に係る
支援や航空会社及び就航先旅行会社へのセールス等を行うことで、国際線
定期路線の全線再開やトキエア就航等を実現した結果、利用者数はコロナ
禍前の令和元年度比92.8％、令和3年度比271.5％に回復した。

1,400千人
（令和6年度）

新潟県が設定する
想定値に準じる

新潟県が設定する
想定値に準じる

観光・国際交流部 観光推進課

クルーズ船寄港回数
0回

（令和3年度）
13回

（令和5年度）
12回

（令和5年度）
B 船社側の行程変更によりキャンセルが生じ、目標を達成できなかった。

13回
（令和6年度）

13回
（令和7年度）

13回
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光推進課

施策２　世界とつながる国際交流の推進

①　世界各都市との交流促進　

姉妹・友好都市、交流協定都市との交流事業参加者数
489人

（令和3年度）
500人

（令和5年度）
2,384人

（令和5年度）
A

本格的に再開した対面交流に積極的に取り組むとともに、オンラインミー
ティングなど多面的・効果的な交流を推進し、目標を達成することができ
た。

500人
（令和6年度）

600人
（令和7年度）

600人
（令和8年度）

観光・国際交流部 国際課

多文化共生・国際理解促進事業の参加者数
1,212人

（令和3年度）
3,200人

（令和5年度）
4,862人

（令和5年度）
A

在住外国人の方を対象とした日本語講座の開催や、国際理解・異文化理解
促進事業を始め、多文化共生社会実現に向けた取り組みを行い、目標を達
成することができた。

3,200人
（令和6年度）

3,200人
（令和7年度）

3,200人
（令和8年度）

観光・国際交流部 国際課

分野５　産業・交流

政策11　移住・定住　　新潟暮らしの魅力発信と移住・定住の促進

施策１　多様な支援による移住・定住の促進、関係人口の創出

①　新潟暮らしの魅力発信　

新潟暮らしの魅力発信にかかるウェブサイトの閲覧数
206,299件
（令和3年度）

※参考値

測定の仕組みが
変更となるため
変更後に把握

203,462件
（令和5年度）

－

令和５年７月からページビュー数の計測方法が変わり（Googleがユー
ザーを特定できないようにしたため、ページビューがカウントされなくな
り）、従来の計測方法よりもページビュー数が少なくなる傾向があるため、
令和６年度の実績を踏まえて、目標値の再検討が必要。

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

大学生等の地元就職意識醸成取組への学生参加者数
30人

（令和4年度末
予定）

60人
（令和5年度）

36人
（令和5年度）

B

産官学連携プロジェクトと連携した大学生向けワークショップを３回開催。
また、リクルーター養成講座の審査員として大学生の参加を募り、地元企
業を知る機会を設けた。コロナ禍が落ち着き産官学連携プロジェクト登録
学生の行動様式に変化がみられ、参加者は延べ36人にとどまった。

60人
（令和6年度）

60人
（令和7年度）

60人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

②　市内への就労促進　

働き方改革推進・実践企業ネットワークに参画する企
業数

─
10社

（令和5年度）
4社

（令和5年度）
B

ネットワーク構築ワークショップには８社の参加があったものの、令和５年
度は事業初年度のためネットワーク登録のメリットが浸透せず、企業数は４
社にとどまった。２年目以降はメリットを広く周知するとともに、効果的な
事業実施が必要。

10社
（令和6年度）

10社
（令和7年度）

10社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

地域で人材を確保・育成する取組への参加企業数 ─
30社

（令和5年度）
28社

（令和5年度）
B

自社の魅力向上や社内外への発信など、リクルーター活動に携わる人材を
養成する全６回の連続講座であったため、一部受講者のスケジュール確保
が難しく、目標にわずかに及ばなかった。

30社
（令和6年度）

30社
（令和7年度）

30社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

働きがいのある新潟地域創造事業の取組企業数
20社

（令和3年度）
20社

（令和5年度）
21社

（令和5年度）
A

地元経済団体構成企業のうち、目標を上回る21社に対し、経営者の意識
改革や世代間のコミュニケーションなどについての講演会やセミナーの実
施費用の一部を補助した。

20社
（令和6年度）

20社
（令和7年度）

20社
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

大学生等の地元就職意識醸成取組への学生参加者数
30人

（令和4年度末
予定）

60人
（令和5年度）

36人
（令和5年度）

B

産官学連携プロジェクトと連携した大学生向けワークショップを３回開催。
また、リクルーター養成講座の審査員として大学生の参加を募り、地元企
業を知る機会を設けた。コロナ禍が落ち着き産官学連携プロジェクト登録
学生の行動様式に変化がみられ、参加者は延べ36人にとどまった。

60人
（令和6年度）

60人
（令和7年度）

60人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

③　移住・定住（UIJターン）の促進　

移住相談者数
327人

（令和3年度）
前年度を上回る
（令和5年度）

747人
（令和5年度）

A

担当課及び東京事務所にて、移住相談者からの相談を窓口や電話、メー
ル、ZOOMにより相談を受けているが、昨年度は移住支援制度及び特別
移住支援制度の拡充もあって、目標数を上回る相談者があった。（前年度
実績：令和4年度398人）

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

転入者アンケートによる県外からの移住者数
599人

（令和3年度）
650人

（令和5年度）
582人

（令和5年度）
C

区役所区民生活課や窓口サービス課での転入者アンケートにより、県外か
らの移住者数を把握しているが、アンケートの回答率が低く、目標に及ば
なかった。

675人
（令和6年度）

700人
（令和7年度）

725人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

移住支援金等を利用したテレワークによる移住者数
56人

（令和3年度）
110人

（令和5年度）
122人

（令和5年度）
A

テレワークのニーズに対応した移住支援金及び、本市独自の移住促進特別
支援事業を実施したこともあり、実績は目標を上回った。

120人
（令和6年度）

130人
（令和7年度）

140人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

移住者交流会参加人数
35人

（令和4年度末予
定）

前年度を上回る
（令和5年度）

37人
（令和5年度）

A
地域おこし協力隊などと連携し、LINEやWebも活用しながら交流会の周
知を図り、交流会を2回開催し、目標を上回る参加者があった。

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

④　関係人口の創出　

関係人口の創出事業に参加後も継続的に地域とかか
わりを持っている参加者の割合

73.8%
（令和4年度）

前年度を上回る
（令和5年度）

56.8%
（令和5年度）

C
学生をターゲットととした事業であるため、当該事業への参加後、地域と
の関わりの継続が難しく、目標に及ばなかった。終了後のかかわりを見据
えた企画が必要。

前年度を上回る
（令和6年度）

前年度を上回る
（令和7年度）

前年度を上回る
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

副業による関係人口創出を目的としたプロジェクトに
参加した副業人材の人数

─
10人

（令和5年度）
15人

（令和5年度）
A

事業内容を工夫し、当初予定数を上回るプロジェクトを実施したことで、関
係する副業人材が増え、目標を上回った。

20人
（令和6年度）

20人
（令和7年度）

20人
（令和8年度）

経済部
雇用・新潟暮らし推

進課

分野６　安心・安全

政策12　生活の安心・安全　　市民生活の安心・安全の確保

施策１　生活の安心・安全の確保

①　地域の防犯啓発活動の推進

新潟市主催（共催含む）による街頭防犯活動実施数
77回

（令和3年度）
128回

（令和5年度）
121回

（令和5年度）
B

上半期に新型コロナウィルス移行前のような活動ができず、その影響によ
り、目標を達成することができなかった。

128回
（令和6年度）

128回
（令和7年度）

128回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

防犯講習会開催数
155回

（令和3年度）
156回

（令和5年度）
168回

（令和5年度）
A

新型コロナウィルスの5類移行に伴い、防犯講習会を計画的に実施するこ
とができた。

156回
（令和6年度）

156回
（令和7年度）

156回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

にいがた防犯ボランティアネットワーク登録数
217団体

（令和3年度）
227団体

（令和5年度）
237団体

（令和5年度）
A

各区を通じて、民間企業への呼びかけを実施した結果、社会貢献活動に興
味を持つ企業による一定数の登録団体を確保することができた。今後も継
続して登録数を増やしていきたい。

233団体
（令和6年度）

239団体
（令和7年度）

245団体
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

青色回転灯装備車委嘱団体数
17団体

（令和3年度）
19団体

（令和5年度）
17団体

（令和5年度）
B

各区を通じて、防犯団体への呼びかけを実施したが、登録には車両の確保
や事務手続きの煩雑さが伴うことから、団体の確保まで繋がらず、目標を
達成することができなかった。

21団体
（令和6年度）

23団体
（令和7年度）

24団体
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

②　交通安全意識の普及

交通安全教室実施数
552回

（令和3年度）
610回

（令和5年度）
773回

（令和5年度）
A

各区を通じて関係機関と連携を図り、市内の各小学校等の施設で交通安
全教室を実施し、目標を達成することができた。

670回
（令和6年度）

730回
（令和7年度）

800回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

高齢者体験型交通安全教室実施数
8回

（令和3年度）
10回

（令和5年度）
11回

（令和5年度）
A

大型イベントに絡めて開催したことや、昨年同様に継続して各区と連携を
図り事業を推進したことから目標達成できた。

12回
（令和6年度）

14回
（令和7年度）

16回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

交通安全指導者養成人数
110人

（令和3年度）
130人

（令和5年度）
203人

（令和5年度）
A

継続的に各区と連携を図り、小学校教員、ＰＴＡやセーフティスタッフ等に
対して街頭指導者実技講習会を開催したことから目標を達成できた。

150人
（令和6年度）

170人
（令和7年度）

200人
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

③　消費者の安心・安全の確保

高齢者や若者向けまで各種テーマ（悪質商法や契約等）
による啓発講座の開催数

17回
（令和3年度）

20回
（令和5年度）

36回
（令和5年度）

A
悪質商法や高齢者向けスマホ活用術など関心の高い内容をテーマに掲げ
各種講座を開催した。また、様々な消費生活トラブルを適宜ホームページ
に掲載し、注意喚起に努めた。

22回
（令和6年度）

24回
（令和7年度）

26回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

見守りネットワーク構成団体関係者との意見交換会回
数（各区年1回開催）

8回
（令和3年度）

8回
（令和5年度）

7回
（令和5年度）

C
能登半島地震の影響もあり、意見交換会回数は7回で目標を一部未達成
となったが、意見交換を行った団体とは高齢者等の被害の未然防止に向
けて連携を確認した。

8回
（令和6年度）

8回
（令和7年度）

8回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

④　犯罪被害者等への支援　

新潟市犯罪被害者等支援推進会議の開催
3回

（令和4年度）
※計画策定のため

1回
（令和5年度）

1回
（令和5年度）

A
民間支援団体や新潟県警察と連携し、計画通り会議を開催したことから目
標を達成できた。

1回
（令和6年度）

1回
（令和7年度）

1回
（令和8年度）

市民生活部 市民生活課

分野６　安心・安全

政策13　防災・消防・救急　　災害に強い地域づくりと消防・救急体制の充実

施策１　災害に強い地域づくり

①　地域防災力・減災力の向上

自主防災組織実施防災訓練参加者数
15,799人

（令和3年度）
31,480人

（令和5年度）
36,397人

（令和5年度）
A

新型コロナウイルス感染症が5類に引き下げされ、訓練参加者数が回復傾
向となっているため目標を達成できた。

39,320人
（令和6年度）

47,160人
（令和7年度）

55,000人
（令和8年度）

危機管理防災局 防災課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

福祉専門職等との連携による個別避難計画の作成件
数（累計）

─
100件

（令和5年度）
56件

（令和5年度）
B

自治会・町内会、自主防災組織や福祉専門職など関係者の制度周知に時間
を要している（支援者不足や地域の負担感があり制度に対する理解が進ま
ない）。

400件
（令和6年度）

700件
（令和7年度）

1,000件
（令和8年度）

危機管理防災局 防災課

全市一斉地震対応訓練参加者数
67,888人

（令和4年度）
70,600人

（令和5年度）
83,765人

（令和5年度）
A

教育機関や医療機関のほか、災害時協定事業所等にチラシを配布したほ
か、市報にいがたやSNSを活用するなど、積極的に広報を進めたため目
標を達成できた。

73,400人
（令和6年度）

76,300人
（令和7年度）

79,400人
（令和8年度）

危機管理防災局
防災課

危機対策課

特定建築物耐震化率
90％

（令和3年度）
93％

（令和5年度）
90%

（令和5年度）
B

所有者に対し耐震化に関する周知啓発を行っているものの、令和5年のア
ンケート調査を基に算出した耐震化率は90.4％となり、目標を達成する
ことはできなかった。

94％
（令和6年度）

95％
（令和7年度）

96％
（令和8年度）

建築部 建築行政課

②　避難体制の充実

避難所運営委員会数（累計）
80団体

（令和3年度）
140団体

（令和5年度）
152団体

（令和5年度）
A

地域住民・施設管理者・行政職員の3者が集まる避難所運営体制に係る講
習会と避難所現地検討会を実施し、避難所運営委員会立ち上げに向けた
検討を進めたため目標を達成できた。

170団体
（令和6年度）

200団体
（令和7年度）

230団体
（令和8年度）

危機管理防災局 防災課

③　危機管理体制の整備

にいがた防災メールの登録者数
30,026人

（令和4年度）
31,885人

（令和5年度）
33,456人

（令和5年度）
A

区役所の窓口で転入者向けにチラシを配布するなど、積極的に広報を進め
たことや、能登半島地震の発生に伴い、市民の防災に対する関心が高まっ
たことから目標を達成できた。

33,744人
（令和6年度）

35,603人
（令和7年度）

37,462人
（令和8年度）

危機管理防災局 危機対策課

新潟市危機管理防災局ツイッターのフォロワー数
17,526人

（令和4年度）
19,514人

（令和5年度）
22,608人

（令和5年度）
A

区役所の窓口で転入者向けにチラシを配布するなど、積極的に広報を進め
たことや、能登半島地震の発生に伴い、市民の防災に対する関心が高まっ
たことから目標を達成できた。

21,502人
（令和6年度）

23,490人
（令和7年度）

25,478人
（令和8年度）

危機管理防災局 危機対策課

災害時応援協定の協定締結団体数
147団体

（令和3年度）
157団体

（令和5年度）
167団体

（令和5年度）
A

物資供給やインフラ復旧など、各対策部における災害時応援協定締結数が
増加したため目標を達成できた。

162団体
（令和6年度）

167団体
（令和7年度）

172団体
（令和8年度）

危機管理防災局 防災課

施策２　消防体制の充実

①　火災予防　

報道機関・SNSによる情報発信数
160件

（令和3年度）
策定時点以上
（令和5年度）

210件
（令和5年度）

A
火災の原因を究明し、傾向を分析したうえで、機会を捉え、積極的に報道
棚入れを実施するとともに、今年度からInstagramを開始し、各SNSの
特性を活かした広報を実施した。

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

消防局 予防課

②　火災による被害の低減

消防教育の充実・強化
（デジタル教材導入率）

51.4％
（令和4年度）

80.0％
（令和5年度）

97%
（令和5年度）

A
教育委員会と連携し、参加を希望する小学校に積極的に働きかけるととも
に、各小学校においてデジタル教材を容易に活用できるよう、ダウンロー
ド環境を整えたことで、導入率が当初の目標より大幅に上昇した。

90.0％
（令和6年度）

95.0％
（令和7年度）

100％
（令和8年度）

消防局 予防課

③　消防体制の強化

消防団員ひとり当たりの人口
政令市中1位
（令和3年度）

政令市中1位
（令和5年度）

政令市中1位
（令和5年度）

A
「ちびっこ消防団」や「消防フェスタ119」等の各種イベントにおいて積極的
に入団促進を図ったほか、報道機関やSNS等を活用し広くPR活動に取り
組んだことで目標を達成することができた。

政令市中1位
（令和6年度）

政令市中1位
（令和7年度）

政令市中1位
（令和8年度）

消防局 警防課

施策３　救急体制の充実

①　救急業務高度化の推進

救急救命士再教育プログラム履修単位
※必須１２８単位

162単位
（令和3年度）

策定時点以上
（令和5年度）

176単位
（令和5年度）

A
新型コロナウイルス感染症の５類移行に伴い、各種研修会への参加が可能
になり、単位取得数が増加した。

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

消防局 救急課

②　救急需要対策の推進

救急搬送人員のうち軽症者が占める割合
【注：維持または減少を目指す指標】

27.1%
（令和3年）

策定時点以下
（令和5年）

27.5%
（令和5年）

C
報道機関、インターネット、SNSなど、あらゆる広報媒体を活用して、救急
車の適正利用や予防救急の広報を行ったが、軽症者が占める割合が策定
時点を上回った。

前年実績以下
（令和6年）

前年実績以下
（令和7年）

前年実績以下
（令和8年）

保健衛生部
消防局

地域医療推進課
救急課

③　応急手当の普及と質の向上

応急手当実施率
63.3%

（令和3年）
策定時点以上
（令和5年）

71.9%
（令和5年）

A
各種応急手当講習会を開催し、普及啓発活動を継続した。また、指令課員
の口頭指導技術の向上を図り、応急手当実施率が向上した。

前年実績以上
（令和6年）

前年実績以上
（令和7年）

前年実績以上
（令和8年）

消防局 救急課

「にいがた救命サポーター制度」協力事業所数
1,742件

（令和3年度）
策定時点以上
（令和5年度）

2,085件
（令和5年度）

A
AEDを設置している事業所に協力の依頼を継続的に行い、協力事業所数
が増加した。

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

消防局 救急課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策
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の
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し

取組指標

分野７　まちづくり・インフラ

政策14　まちづくり　　誰もが暮らしやすく、持続的に発展するまちづくりの推進

施策１　コンパクト・プラス・ネットワークのまちづくり

①　コンパクトなまちづくりの推進

田園集落づくり制度の活用件数
327件

（令和3年度以前
5年の平均）

過去5年の平均値
（平成30～
令和4年度）

282件
（令和5年度）

C
本制度の運用開始から10年が経過したことから、本制度の運用状況の検
証や課題整理を行い、更なる集落の維持活性化に寄与するための制度の
見直しを令和6～7年度に行う。

過去5年の平均値
（令和1～5年度）

過去5年の平均値
（令和2～6年度）

過去5年の平均値
（令和3～7年度）

都市政策部 都市計画課

都市機能誘導区域における都市機能誘導施設の立地
数

68施設
（令和4年度）

前年度以上
（令和5年度）

69施設
（令和5年度）

A
新潟駅連続立体交差事業の進展に伴い、新たな商業施設（駅ビル）が立地
し、目標を達成することができた。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

都市政策部 都市計画課

②　交通ネットワークの強化・充実

区バス・住民バス・エリアバス×タクの年間利用者数
464,433人
（令和3年度）

493,000人
（令和5年度）

526,035人
（令和5年度）

A
区バス・住民バス・エリアバス×タクの年間利用者数は、ダイヤ改正やルート
変更など利用実態に合わせた運行形態に見直したことで利便性が向上し、
利用者が順調に増加し、目標を達成することができた。

503,000人
（令和6年度）

512,000人
（令和7年度）

521,000人
（令和8年度）

都市政策部 都市交通政策課

市民一人当たりのバス利用回数
24回/人・年
（令和3年度）

前年度実績以上
（令和5年度）

25回/人・年
（令和5年度）

A
新型コロナウイルスの５類移行に伴い、外出需要が高まり、市民一人当たり
のバス利用回数は増加した。しかし、コロナ禍前までのバス利用回数には
至っていない。（前年度実績：令和4年度24回/人・年）

前年度実績以上
（令和6年度）

前年度実績以上
（令和7年度）

前年度実績以上
（令和8年度）

都市政策部 都市交通政策課

エリアバス×タク利用地区数（累積）
1地区

（令和4年度）
2地区

（令和5年度）
1地区

（令和5年度）
B

地域の移動需要に合わせたエリアバスタクの運行形態の検討に時間を要し
たことや、エリアバスタク導入の候補としていた路線の運行事業者移管等
を迅速に行う必要があったため、導入を行うことができなかった。

3地区
（令和6年度）

4地区
（令和7年度）

5地区
（令和8年度）

都市政策部 都市交通政策課

にいがた２ｋｍシェアサイクル利用回転率（年度平均）
1.02回転/日

（令和4年
9～11月）

0.8回転/日
（令和5年度）

1.37回転/日
（令和5年度）

A
利用者のGPSデータ分析及びアンケート調査で、ポート希望が多い箇所へ
のポート拡大（30→38箇所）と、電動アシスト付き自転車の増車（150→
170台）を行ったことで利便性が向上し、目標をの回転率を達成した。

1.15回転/日
（令和6年度）

1.55回転/日
（令和7年度）

1.75回転/日
（令和8年度)

都市政策部 都市交通政策課

施策２　魅力と賑わいある都心づくり

①　人中心のウォーカブルな空間形成

都心軸主要ポイント合計の歩行者交通量
81,760人/日
（令和3年度）

84,840人/日
（令和5年度参考）

99,482人/日
（令和4年度）

A
調査日当日、万代シティでは戦隊ショーやアイドルのショーが実施、古町地
区では古町どんどんが開催されおり賑わいを見せていたため、現状値と比
較して増加した。

86,380人/日
（令和6年度）

87,920人/日
（令和7年度）

89,460人/日
（令和8年度）

都市政策部 まちづくり推進課

ミズベリング来客数
37,000人

（令和4年度）
前年度以上

（令和5年度）
34,000人

（令和5年度）
C

例年ピークとなっていた7月前半～連休にかけての週末が悪天候であり、
また記録的な猛暑が影響し、利用者自体は前年度を割り込む結果となっ
た。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

都市政策部 まちづくり推進課

民有地における緑化助成制度の活用件数（累計）
0件

（令和4年度）
3件

（令和5年度）
1件

（令和5年度）
B

令和5年度5月より制度運用を開始。予定していた3件のうち、2件につい
ては、事業規模が大きく、また事業に係るスケジュールが長期スパンで
あったため、年度内の活用に至らなかったが、引き続き制度活用に向けて
交渉を続けていく。

6件
（令和6年度）

9件
（令和7年度）

12件
（令和8年度）

土木部 みどりの政策課

②　都心部の戦略的な再開発促進

都市再生緊急整備地域の民間都市開発事業などの新
規着工件数（累計）

3件
（令和4年度）

6件
（令和5年度）

5件
（令和5年度）

B

西堀5番町地区の再開発事業について都市計画を決定するなど、既存の
開発計画は順調に進んだほか、関係団体での講演などの機会を活用し、制
度の周知に取り組んだものの、資材価格高騰などの影響もあり、目標を達
成することはできなかった。

9件
（令和6年度）

12件
（令和7年度）

15件
（令和8年度）

都市政策部 まちづくり推進課

施策３　広域的な拠点機能の強化

①　拠点機能の充実・強化

新潟駅における鉄道とバスの一日当たり平均乗降者数
69,644人

（令和3年度）
前年度以上

（令和5年度）
86,586人

（令和5年度）
A

前年度より利用者が増加。コロナ禍からの回復傾向が見られるが、コロナ
禍前までの利用者数には至っていない。（前年度実績：令和4年度78,110
人）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

都市政策部
新潟駅周辺整備事務

所

クルーズ船寄港回数
0回

（令和3年度）
13回

（令和5年度）
12回

（令和5年度）
B 船社側の行程変更によりキャンセルが生じ、目標を達成できなかった。

13回
（令和6年度）

13回
（令和7年度）

13回
（令和8年度）

観光・国際交流部 観光推進課

新潟港の輸出コンテナ貨物（実入り）取扱量
41,821TEU

（令和3年）
前年以上

（令和5年）
38,344TEU

（令和5年）
C

新潟港の輸出コンテナ貨物（実入り）取扱量は、紙・パルプが堅調だったこ
となどにより、前年比110.2％増加した。（前年実績：34,808TEU）

前年以上
（令和6年）

前年以上
（令和7年）

前年以上
（令和8年）

都市政策部 港湾空港課

新潟空港利用者数
389千人

（令和3年度）
―

1,056千人
（令和5年度）

－

コロナ禍を経た新潟空港の受入態勢整備のため、地上業務員確保に係る
支援や航空会社及び就航先旅行会社へのセールス等を行うことで、国際線
定期路線の全線再開やトキエア就航等を実現した結果、利用者数はコロナ
禍前の令和元年度比92.8％、令和3年度比271.5％に回復した。

1,400千人
（令和6年度）

新潟県が設定する
想定値に準じる

新潟県が設定する
想定値に準じる

観光・国際交流部 観光推進課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

施策４ 安心して住み続けられる良好な住環境の創出

①　安心・安全で快適な住まい・住環境づくり

バリアフリーや温熱性能（断熱性能）に不満がある人の
割合
【注：維持または減少を目指す指標】

9.2%
（令和4年度）

8.3%
（令和5年度）

10.1%
（令和5年度）

C

健幸すまいリフォーム助成事業により、バリアフリーや温熱環境改善など
の住宅リフォーム費用を支援したが、令和6年能登半島地震の影響によ
り、住宅に対する不安が増大している状況がアンケート結果に反映された
と考えられる。

7.4%
（令和6年度）

6.6%
（令和7年度）

5.8%
（令和8年度）

建築部 住環境政策課

住宅耐震化に係る補助件数
103件

（令和3年度）
100件

（令和5年度）
108件

（令和5年度）
A

市報やホームページ、ダイレクトメール等を活用し、耐震化に関する情報や
支援策を周知することで目標を達成することができた。

100件
（令和6年度）

100件
（令和7年度）

100件
（令和8年度）

建築部 建築行政課

特定建築物耐震化率
90％

（令和3年度）
93％

（令和5年度）
90%

（令和5年度）
B

所有者に対し耐震化に関する周知啓発を行っているものの、令和5年のア
ンケート調査を基に算出した耐震化率は90.4％となり、目標を達成する
ことはできなかった。

94％
（令和6年度）

95％
（令和7年度）

96％
（令和8年度）

建築部 建築行政課

管理不全な空家等の解消（市からの注意喚起・指導後
の改善率）

56%
（令和3年度）

58%
（令和5年度）

59%
（令和5年度）

A
現地確認や所有者等調査を行い、適正管理に向けた注意喚起を行うとと
もに各種相談窓口の情報提供、空き家活用などの広報・周知を積極的に
行った

59%
（令和6年度）

60%
（令和7年度）

61%
（令和8年度）

建築部 住環境政策課

②　地域のニーズに対応した公園の整備・リニューアルと維持管理

地域ニーズに対応した施設の適正化及び機能再編を
行った都市公園数（累計）

5公園
（令和4年度）

6公園
（令和5年度）

6公園
（令和5年度）

A
令和5年度に下川原公園（中央区）の再整備を完了、新栗の木緑地（東区）
を工事着手し、目標を達成することができた。

6公園
（令和6年度）

7公園
（令和7年度）

7公園
（令和8年度）

土木部 みどりの政策課

公園トイレのバリアフリー化率（全都市公園）
61.3%

（令和4年度）
64.7%

（令和5年度）
64.3%

（令和5年度）
B

令和6年能登半島地震の影響で、トイレのバリアフリー化工事が1件令和6
年度への繰り越しとなったが、7件については予定通り完了した。

65.8%
（令和6年度）

66.9%
（令和7年度）

68%
（令和8年度）

土木部 みどりの政策課

公園愛護会が管理に参加する公園の割合
87%

（令和4年度）
87%

（令和5年度）
87%

(令和5年度）
A

解散する団体もあったが、新規登録する団体もあり、昨年度と同じ登録団
体数となった。

87%
（令和6年度）

87%
（令和7年度）

87%
（令和8年度）

土木部 みどりの政策課

分野７　まちづくり・インフラ

政策15　インフラ　　安心・安全で持続可能なインフラの整備

施策１　安心・安全な道路ネットワークの確保

①　道路施設の長寿命化の推進

道路施設の定期点検実施率
28%

（令和4年度）
48%

（令和5年度）
48%

（令和5年度）
A

小規模な橋に対して、タブレット端末を活用した点検システムなどの新技
術を用いた点検を活用するなどの対応をすることにより、計画通り、実施
することができた。

59%
（令和6年度）

79%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

土木部 土木総務課

一巡目点検における判定区分Ⅲの橋梁に対する修繕
着手率

39%
（令和4年度）

46%
（令和5年度）

48%
（令和5年度）

A
補正予算を活用し、前倒して事業に着手することで、計画よりも進捗する
ことができた。

58%
（令和6年度）

62%
（令和7年度）

69%
（令和8年度）

土木部 土木総務課

路面性状調査の実施延長（累計）
75㎞

（令和4年度）
156㎞

（令和5年度）
157km

（令和5年度）
A

計画的に舗装の状態（ひび割れやわだち掘れ等）を調査（委託業務）し、目
標を達成した。

244㎞
（令和6年度）

353㎞
（令和7年度）

465㎞
（令和8年度）

土木部 土木総務課

②　放射・環状型の道路ネットワークの強化

新潟中央環状道路の整備推進 整備推進
整備推進

（令和5年度）
整備推進

（令和5年度）
A

予定していた各工区の用地買収や工事を進め、整備推進を図ることができ
たため、目標を達成することができた。

整備推進
（令和6年度）

整備推進
（令和7年度）

整備推進
（令和8年度）

土木部 道路計画課

幹線道路の整備による災害時の物資拠点から避難所
までの短縮された所要時間

─
7分

（令和5年度）
16分

（令和5年度）
A

幹線道路の早期供用に向け、選択と集中により計画的に事業を進めること
で、災害時の所要時間を16分短縮することができ、目標を達成した。

15分
（令和6年度）

22分
（令和7年度）

22分
（令和8年度）

土木部 道路計画課

③　持続可能な維持管理体制の構築　

道路施設の定期点検実施率
28%

（令和4年度）
48%

（令和5年度）
48%

（令和5年度）
A

小規模な橋に対して、タブレット端末を活用した点検システムなどの新技
術を用いた点検を活用するなどの対応をすることにより、計画通り、実施
することができた。

59%
（令和6年度）

79%
（令和7年度）

100%
（令和8年度）

土木部 土木総務課

④　災害・事故対策の推進

緊急輸送道路上における落石等の危険個所対策率
70%

（令和4年度）
74%

（令和5年度）
74%

（令和5年度）
A

緊急輸送道路上における落石等の危険個所について計画的に対策工事を
行い、目標を達成した。

78%
（令和6年度）

82%
（令和7年度）

86%
（令和8年度）

土木部 土木総務課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

通学路交通安全プログラムの対策達成率
75%

（令和3年度）
77%

（令和5年度）
87%

（令和5年度）
A

通学路交通安全プログラムによる合同点検において、対策が必要な箇所
について、計画的に整備を進めた結果、目標を達成した。

79%
（令和6年度）

81%
（令和7年度）

83%
（令和8年度）

土木部 土木総務課

施策２　強靭かつ効率的な施設による安定給水の確保

①　水道施設の計画的更新

浄水場事故割合
【注：維持または減少を目指す指標】

1.33件
/10年・箇所
（令和3年度）

1.33件
/10年・箇所
（令和5年度）

1.33件
/10年・箇所
（令和5年度）

A
令和５年度は浄水場における事故は０件であり、過去10年の事故発生数８
件に変わりがないため目標を達成している。

1.17件
/10年・箇所
（令和6年度）

1.00件
/10年・箇所
（令和7年度）

0.67件
/10年・箇所
（令和8年度）

水道局 経営管理課

基幹管路事故割合
【注：維持または減少を目指す指標】

0.0件／100km
（令和3年度）

0.0件／100km
（令和5年度）

1.2件／100km
（令和5年度）

C

令和５年度の基幹管路事故は４件発生し、目標を達成できなかった。この
事故のうち２件は同じ地域で発生し、老朽管に該当しないものであったた
め、腐食性土壌の影響を強く受け漏水したものと推測し調査を進めてい
る。

0.0件／100km
（令和6年度）

0.0件／100km
（令和7年度）

0.0件／100km
（令和8年度）

水道局 経営管理課

②　災害に強い水道施設の構築

浄水場事故割合
【注：維持または減少を目指す指標】

1.33件
/10年・箇所
（令和3年度）

1.33件
/10年・箇所
（令和5年度）

1.33件
/10年・箇所
（令和5年度）

A
令和５年度は浄水場における事故は０件であり、過去10年の事故発生数８
件に変わりがないため目標を達成している。

1.17件
/10年・箇所
（令和6年度）

1.00件
/10年・箇所
（令和7年度）

0.67件
/10年・箇所
（令和8年度）

水道局 経営管理課

基幹管路事故割合
【注：維持または減少を目指す指標】

0.0件／100km
（令和3年度）

0.0件／100km
（令和5年度）

1.2件／100km
（令和5年度）

C

令和５年度の基幹管路事故は４件発生し、目標を達成できなかった。この
事故のうち２件は同じ地域で発生し、老朽管に該当しないものであったた
め、腐食性土壌の影響を強く受け漏水したものと推測し調査を進めてい
る。

0.0件／100km
（令和6年度）

0.0件／100km
（令和7年度）

0.0件／100km
（令和8年度）

水道局 経営管理課

施策３　安心・安全で持続可能な下水道の推進

①　下水道施設の機能確保と計画的な改築

下水道管渠の改築延長
7km

（令和3年度）
7km

（令和5年度）
7km

（令和5年度）
A

ストックマネジメント計画に基づく管渠改築工事を計画通り行うことがで
きたため、目標値を達成することができた。

7km
（令和6年度）

7km
（令和7年度）

7km
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

下水処理場・ポンプ場の主要設備の改築数
13台

（令和3年度）
26台

（令和5年度）
17台

（令和5年度）
B

限られた予算内で事業を実施しており、これまでは比較的事業規模の小さ
な電気設備を中心に実施していたが、事業規模の大きな機械設備の改築
も増加してきたことから、改築数が少なくなった。

36台
（令和6年度）

41台
（令和7年度）

30台
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

②　雨に強いまちづくりと耐震化・耐水化の推進

浸水対策施設の新規供用数
0箇所

（令和3年度）
0箇所

（令和5年度）
0箇所

（令和5年度）
A

令和5年度での完成施設が無いため浸水対策率に変動はないものの、各
事業は着実に推進した。

0箇所
（令和6年度）

2箇所
（令和7年度）

1箇所
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

下水道管渠の耐震化率
53.6%

（令和3年度）
57.4%

（令和5年度）
57.4%

（令和5年度）
A

総合地震対策計画に基づく重要な管渠について、老朽化対策を兼ねた管
更生工事を行うことで耐震化率を向上することができた。

61.1%
（令和6年度）

65.2%
（令和7年度）

69.4%
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

施設耐水化率（下水処理場・ポンプ場）
0.0%

（令和3年度）
0.0%

（令和5年度）
3.3%

（令和5年度）
A

令和6年度に対策予定だった施設について、対策内容を検討した結果、他
施設に比べ軽微な内容であり、令和5年度に前倒しが可能であったため、
目標値を達成することができた。

9.7%
（令和6年度）

9.7%
（令和7年度）

22.6%
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

③　総合的な汚水処理の推進

汚水管渠の整備延長
2.3km

（令和3年度）
4.0km

（令和5年度）
4.4km

（令和5年度）
A

選択と集中による投資効果の高い汚水管渠の整備を着実に推進したこと
で、目標値を達成することができた。

4.0km
（令和6年度）

4.0km
（令和7年度）

4.0km
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

合併処理浄化槽設置率
22.5%

（令和3年度）
24.1%

（令和5年度）
24.0%

（令和5年度）
B

浄化槽設置整備費補助事業の活用などにより令和4年度から0.7％増と
なり、過年度並みの実績を維持したが、目標をわずかに下回った。

24.9%
(令和6年度）

25.7%
(令和7年度）

26.5%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

分野８　環境

政策16　環境　　将来世代に向けた豊かな自然と生活環境の保全

施策１　脱炭素社会の創造

①　省エネ・再エネの推進

新築住宅のうち省エネに配慮した住宅の割合
28.6%

（令和3年度）
策定時点以上
（令和4年度）

28.3％
（令和4年度）

C
外部協力団体（エコハウス推進チーム等）などとともに、継続的な省エネ住
宅普及、推進活動を行った。

前年度以上
（令和5年度）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

環境部 環境政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

事業者と連携した低炭素化推進事業の実施件数
11件

（令和3年度）
策定時点以上
（令和5年度）

11件
（令和5年度）

A
新潟地域脱炭素社会推進パートナーシップ会議など様々なプラットフォー
ムを活用し、環境と経済の好循環について協議、推進した。

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

環境部 環境政策課

新潟市の事務事業に伴う温室効果ガスの削減量（平成
25年度比）
【注：維持または減少を目指す指標】

△26.4%
（令和3年度）

策定時点より削減
（令和4年度）

△28.4％
（令和4年度）

A
施設の統廃合や排出係数が小さい電力供給事業者と契約することなどに
より、温室効果ガス排出量が削減された。

前年度より削減
（令和5年度）

前年度より削減
（令和6年度）

前年度より削減
（令和7年度）

環境部 環境政策課

②　ライフスタイル転換の推進

新築住宅のうち省エネに配慮した住宅の割合
28.6%

（令和3年度）
策定時点以上
（令和4年度）

28.3％
（令和4年度）

C
外部協力団体（エコハウス推進チーム等）などとともに、継続的な省エネ住
宅普及、推進活動を行った。

前年度以上
（令和5年度）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

環境部 環境政策課

電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動車
（PHV）、燃料電池自動車（FCV）導入台数

2,120台
（令和3年度）

策定時点以上
（令和4年度）

2,765台
（令和4年度）

A
環境関連イベントやJ1ホームゲーム開催時等を捉え、FCV展示等を通じた
次世代自動車の普及啓発を図った。

前年度以上
（令和5年度）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

環境部 環境政策課

③　気候変動適応策の推進

浸水対策施設の新規供用数
0箇所

（令和3年度）
0箇所

（令和5年度）
0箇所

（令和5年度）
A

令和5年度での完成施設が無いため浸水対策率に変動はないものの、各
事業は着実に推進した。

0箇所
（令和6年度）

2箇所
（令和7年度）

1箇所
（令和8年度）

下水道部 下水道計画課

熱中症に関する予防広報の実施
実施

（令和4年度）
実施

（令和5年度）
実施

（令和5年度）
A

市報やポスターでの熱中症予防等に関する注意喚起の実施や市LINE等
による熱中症警戒アラートの市民への伝達、クーリングシェルター（コミュ
ニティオアシス）の開設について熱中症警戒アラート発信の際に市民に向
け周知するなど、庁内チームと調整して実施した。

実施
（令和6年度）

実施
（令和7年度）

実施
（令和8年度）

環境部
危機管理防災局

保健所

環境政策課
危機対策課
保健管理課

施策２　循環型社会の推進

①　３Rの推進によるごみの減量

リサイクル率
24.4%

（令和3年度）
27.1%

（令和5年度）
23.1%

（令和5年度）
C

猛暑等の影響による枝葉・草の回収量の減少、ペーパレス化による古紙類
の減少により、目標を達成できなかった。

27.2%
（令和6年度）

27.3%
（令和7年度）

27.4%
（令和8年度）

環境部 循環社会推進課

未就学児や小学生向け出前授業実施回数
128回

（令和3年度）
128回

（令和5年度）
156回

（令和5年度）
A

子ども向けに工夫した内容が好評を得て、毎年申し込みを受ける小学校、
保育園等が多いほか、新規受付も増えたため目標値を上回った。

128回
（令和6年度）

128回
（令和7年度）

128回
（令和8年度）

環境部 廃棄物対策課

環境優良事業者等認定制度の認定事業所数
388

（令和4年度）
390

（令和5年度）
438

（令和5年度）
A

企業等のSDGｓ等の取り組みが広がる中、認定事業者の広報を積極的に
行いつつ制度への参画を呼び掛けたところ、賛同する事業者が増となった
ため。

400
（令和6年度）

410
（令和7年度）

420
（令和8年度）

環境部 循環社会推進課

食品ロス量
【注：維持または減少を目指す指標】

27,053ｔ
（令和3年度）

33,100ｔ
（令和5年度）

22,398ｔ
（令和5年度）

A
各種啓発等による食品ロス削減に関する意識の浸透に加え、生ごみ削減
の取組やコロナ禍等の社会情勢の変化によって生ごみ量の総量が減少し
たため、食品ロス量が減少し、目標値を達成することができた。

32,400ｔ
（令和6年度）

31,800ｔ
（令和7年度）

31,200ｔ
（令和8年度）

環境部 循環社会推進課

②　地域の環境美化の推進

地域清掃活動費等補助制度を活用したボランティア清
掃参加者数

97,157人
（令和3年度）

131,500人
（令和5年度）

109,188人
（令和5年度）

B
前期の参加人数は昨年度を上回ったが、猛暑の影響で夏の参加人数が減
少し、目標値に届かなかった。

132,000人
（令和6年度）

132,500人
（令和7年度）

133,000人
（令和8年度）

環境部 廃棄物対策課

ぽい捨て路上喫煙パトロールの実施件数
939件

（令和3年度）
1,200件

（令和5年度）
1,205件

（令和5年度）
A

路上喫煙制限地区を計画的に巡視しながら、市民からの情報提供などに
も対応し、他の区域の巡視も柔軟に行った。

1,200件
（令和6年度）

1,200件
（令和7年度）

1,200件
（令和8年度）

環境部 廃棄物対策課

③　持続可能なごみ処理体制の整備

ごみ処理施設数（焼却・破砕選別・埋立）
11施設

（令和4年度）
10施設

（令和5年度）
10施設

（令和5年度）
A

太夫浜埋立処分地（第3期）の運用を終了し、ごみ処理施設数を11施設か
ら10施設に削減した。

8施設
（令和6年度）

8施設
（令和7年度）

8施設
（令和8年度）

環境部 循環社会推進課

国・県と連携した災害廃棄物処理関係の研修・演習の
参加回数

2回
（令和4年度）

2回
（令和5年度）

3回
（令和5年度）

A
情報収集・伝達ツールや地理空間情報を活用した情報伝達訓練、及び災害
廃棄物処理計画の見直し・充実のための研修会に参加したため。

2回
（令和6年度）

2回
（令和7年度）

2回
（令和8年度）

環境部 循環社会推進課

施策３　自然との共生

①　自然との共生

コハクチョウ越冬数
日本一

（令和3年度）
日本一

（令和5年度）
日本一（※）

（令和5年度）
A

水鳥が多く飛来する湖沼や河川などの水質モニタリング調査や佐潟周辺
自然環境保全計画に基づく地域と連携した取組などを通じて、コハクチョ
ウが飛来する水辺環境の保全に努めた。※R6.1月時点の速報値
（14,725羽）に基づく評価

日本一
（令和6年度）

日本一
（令和7年度）

日本一
（令和8年度）

環境部 環境政策課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

特定外来生物の種類
【注：維持または減少を目指す指標】

14種
（令和3年度）

現状維持
（令和5年度）

１５種（※）
（令和5年度）

C

令和5年5月に信濃川でコクチバス（魚類）が確認され、確認種が15種と
なった。
※令和5年6月に追加された条件付特定外来生物2種（ミシシッピアカミミ
ガメ、アメリカザリガニ）を除く

現状維持
（令和6年度）

現状維持
（令和7年度）

現状維持
（令和8年度）

環境部 環境政策課

施策４　良好な生活環境の確保

①　良好な生活環境の確保

大気の環境基準達成率
（SO2,NO2,SPM,CO）

100%
（令和3年度）

100%
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
市内12地点において大気常時監視を行い、工場・事業場への立入検査を
行い必要に応じて指導することにより、目標値を達成した。

100%
(令和6年度）

100%
(令和7年度）

100%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

河川水の環境基準達成率
（BOD）

100%
（令和3年度）

100%
（令和5年度）

100%
（令和5年度）

A
継続的な工場・事業場への指導と、計画的な水質調査により、河川水のＢＯ
Ｄは継続的に環境基準を達成している。

100%
(令和6年度）

100%
(令和7年度）

100%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

騒音の環境基準達成率
（自動車騒音）

99.5%
（令和3年度）

99.5%
（令和5年度）

99.3%
（令和5年度）

C
必要に応じて、道路管理者へ騒音防止対策を講じることを働きかけること
により、目標をわずかに下回ったものの、高い達成率を維持した。

99.5%
(令和6年度）

99.6%
(令和7年度）

99.6%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

工場・事業場の排出基準適合率（大気汚染防止法、水質
汚濁防止法及びダイオキシン類特別措置法に基づく特
定事業場等への立入検査）

90.0%
（令和3年度）

91.0%
（令和5年度）

92.3%
（令和5年度）

A
立入検査を行った130施設中120施設で基準適合しており、目標値を達
成した。基準を超過した施設については改善を指導し、結果を確認した。

92.0%
(令和6年度）

93.0%
(令和7年度）

94.0%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

合併処理浄化槽設置率
22.5%

（令和3年度）
24.1%

（令和5年度）
24.0%

（令和5年度）
B

浄化槽設置整備費補助事業の活用などにより令和4年度から0.7％増と
なり、過年度並みの実績を維持したが、目標をわずかに下回った。

24.9%
(令和6年度）

25.7%
(令和7年度）

26.5%
(令和8年度）

環境部 環境対策課

持続可能な行財政運営

1　行政運営　　市民から信頼される持続可能な行政運営

施策１　市民の視点を大切にした信頼される市政の推進

①　市民の視点を大切にした信頼される市政の推進

新潟市ＬＩＮＥ公式アカウントの友だち登録数
99,628人

（令和4年度）
111,000人
（令和5年度）

139,915人
（令和5年度）

A
必要な人に必要な情報が届けられるよう、また、緊急時に、迅速かつ確実
に情報を届けられるよう、LINEの登録促進に取り組み、目標を達成するこ
とができた。

122,000人
（令和6年度）

133,000人
（令和7年度）

144,000人
（令和8年度）

政策企画部 広報課

発信手段（広報媒体）の新規導入と運用
デジタルサイネージ

導入
（令和4年度）

ポータルサイト
情報発信機能導入

（令和5年度）

ポータルサイト
情報発信機能導入

（令和5年度）
A

市民等の情報入手手段の多様化に対応するため、「Yahoo!JAPAN」を活
用した情報発信を導入し、生活関連情報や災害時の緊急情報などを発信し
た。

検証・改善
（令和6年度）

新規導入の検討
（令和7年度）

新規導入
（令和8年度）

政策企画部 広報課

公文書管理、情報公開、個人情報保護の適正運用 ─
実施

（令和5年度）
実施

（令和5年度）
A

公文書管理や情報公開、個人情報保護について、法令に則り、適正に運用
し目標を達成した。

実施
（令和6年度）

実施
（令和7年度）

実施
（令和8年度）

総務部 総務課

内部統制制度の報告件数
【注：維持または減少を目指す指標】

77件
（令和3年度）

策定時点以下
（令和4年度）

81件
（令和4年度）

C
所属長向けの研修の他、報告事例を庁内で共有するなど、事務の適正な執
行に向けた取り組みを行った。報告件数は前年度を上回ったが、報告の上
がった事案については、個別に再発防止策を講じた。

前年度以下
（令和5年度）

前年度以下
（令和6年度）

69件以下
（令和7年度）

総務部 行政経営課

施策２　人口減少の進行を踏まえた経営資源の効果的配分と民間活力の導入推進

①　経営資源の効果的・効率的配分

経営資源の効果的配分に向けた事業の評価、見直し
実施

（令和4年度）
見直し・改善
（令和5年度）

見直し・改善
（令和5年度）

A

組織編成や組織目標の設定において、各所属に対し、持続可能な行財政運
営の視点から事業の見直しに取り組むよう促すことで、事業の最適化を進
めた。また、予算編成を通じて、補助制度や事業の見直しを行うなど、事業
の効率化、適正化に取り組んだ。

見直し・改善
（令和6年度）

見直し・改善
（令和7年度）

見直し・改善
（令和8年度）

総務部 行政経営課

簡素で効率的な組織体制の構築
実施

（令和4年度）
検証・改善

（令和5年度）
検証・改善

（令和5年度）
A

機関や小規模課の統廃合、室の廃止、係のグループ化などを行い、簡素で
効率的な組織体制の構築に取り組んだ。

検証・改善
（令和6年度）

検証・改善
（令和7年度）

検証・改善
（令和8年度）

総務部 行政経営課

新たな定員配置計画に基づいた適正配置
計画策定

（令和4年度）
実施

（令和5年度）
実施

（令和5年度）
A

新たな定員配置計画である「新潟市定員配置計画2023」に基づき、市政
の課題解決や活性化に資する企画立案など、創意工夫をより発揮すべき
業務や部門にメリハリのある職員配置を行った。

実施
（令和6年度）

実施
（令和7年度）

実施
（令和8年度）

総務部 人事課

②　民間の力を取り入れた市政の推進

「新潟市PPP/PFI推進基本方針」に基づいた導入の検
討

実施
（令和4年度）

検証・改善
（令和5年度）

検証・改善
（令和5年度）

A

公共施設の整備等においてPPP/PFI手法の導入可能性について検討し
た。制度の周知・推進を目的とした庁内研修は震災対応により中止とした
が、庁内職員への意識・能力の向上を目的に各種セミナー資料の提供を
行った。

検証・改善
（令和6年度）

検証・改善
（令和7年度）

検証・改善
（令和8年度）

総務部 行政経営課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

公民連携の提案を受けた取り組み数
17件

（令和4年
12月時点）

前年度以上
（令和5年度）

31件
（令和5年度）

A
令和5年度より間事業者等の様々なアイデア・提案をワンストップで受ける
総合窓口、公民パートナーシップデスクを開設し、民間事業者からの提案
を一元的に受け付ける体制を整えたため。（前年度実績：令和4年度19件）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

政策企画部 政策監グループ

施策３　自治体DXの推進

①　DXによる行政サービスの利便性の向上

行政手続のオンライン化率（処理件数ベース）
66%

（令和2年度）
81%

（令和5年度）
83%

（令和5年度）
A

処理件数が多い手続を中心にオンライン化することで目標を達成した。な
お、令和5年6月に新オンライン申請システムの運用を開始したことから、
目標値および実績値は、システム稼働から1年後の令和6年6月時点での
数値としている。

82%
（令和6年度）

90%
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

総務部 デジタル行政推進課

②　DXによるスマートな行政の実現

デジタル技術の導入件数
１6件

（令和4年
12月時点）

19件
（令和5年度）

25件
（令和5年度）

A
RPA及びローコードツールの研修会を実施、職員のスキル向上を図り、デ
ジタル技術と親和性が高い業務への適用を進めた。また、技術進歩が目
立った生成ＡＩ（ＣｈａｔGPT）活用にも取り組んだ。

22件
（令和6年度）

25件
（令和7年度）

28件
（令和8年度）

総務部 デジタル行政推進課

標準準拠システムへの移行業務数 ─ ─ ─ －

令和７年度以降の取り組み指標としているため評価自体は行わない。令和
５年度は数値目標は無いものの、令和７年度の標準準拠システムへの移行
に向け、標準化手順書（総務省）で示された作業手順に準じた工程を遂行
した。

─
20業務

（令和7年度）
20業務

（令和8年度）
総務部 情報システム課

オープンデータ利活用環境の整備
環境提供

（令和4年度）
拡充・改善

（令和5年度）
拡充・改善

（令和5年度）
A

本市保有情報を二次利用可能で機械判読可能な形式で公開するオープン
データカタログサイトを運用、データ利用者が容易に検索・利活用できる環
境を提供した。

拡充・改善
（令和6年度）

拡充・改善
（令和7年度）

拡充・改善
（令和8年度）

総務部 デジタル行政推進課

PDCAサイクルによる情報セキュリティ対策の向上
見直し

（令和4年度）
検証・改善

（令和5年度）
検証・改善

（令和5年度）
A

外部サービス利用規定の改正など、必要な関連規定を整備した。実施した
研修や訓練等から改善点を複数抽出し、次回の研修や訓練で活用できる
よう準備を行った。

検証・改善
（令和6年度）

検証・改善
（令和7年度）

検証・改善
（令和8年度）

総務部 情報システム課

施策４　市政を支える職員育成と環境整備

①　次代に対応した職員の育成

女性管理職（課長以上）の割合
16.3％

（令和4年度）

特定事業主行動
計画目標値

（令和5年度）

20.6%
（令和5年度）

B

将来の管理職候補となる「係長昇任者の女性職員の割合45％以上」の目
標達成を継続するとともに、女性リーダー研修やキャリアデザイン研修に
力を入れるなどし、女性管理職の割合は上昇傾向にあるものの、目標達成
には及ばなかった。

特定事業主行動計
画目標値

（令和6年度）

特定事業主行動計
画目標値

（令和7年度）

特定事業主行動計
画目標値

（令和8年度）
総務部 人事課

障がい者雇用率
2.73％

（令和4年6月）
法定雇用率以上
（令和5年度）

2.84%
（令和5年度）

A
障がい者を対象とした職員採用試験を職種を追加して実施したことなど
により、障がい者雇用率が向上し、目標である法定雇用率（2.60%・令和
5年度）を上回った。

法定雇用率以上
（令和6年度）

法定雇用率以上
（令和7年度）

法定雇用率以上
（令和8年度）

総務部 人事課

②　多様な働き方と働きやすい環境整備

一人当たり平均時間外勤務時間数の縮減
【注：維持または減少を目指す指標】

10.47時間
（令和3年度）

前年度以下
（令和5年度）

13.20時間
（令和5年度）

C

令和5年4月から12月までの時間外勤務時間数は前年度に比較して減少
傾向にあったものの、1月1日の令和6年能登半島地震の発生以後、全庁的
に時間外勤務が大きく増加し、目標を達成できなかった。（前年度実績：令
和4年度12.12時間）

前年度以下
（令和6年度）

前年度以下
（令和7年度）

前年度以下
（令和8年度）

総務部 人事課

年次有給休暇の取得日数の向上
13.0日

（令和3年度）
14.0日

（令和5年度）
15.2日

（令和5年度）
A

新型コロナウイルスの5類移行に伴う休暇に関する取り扱いの変更による
影響もあるものの、取得促進等の取組により休暇日数が向上し、目標達成
につながった。

14.0日
（令和6年度）

14.0日
（令和7年度）

14.0日
（令和8年度）

総務部 人事課

男性の育休の取得率の向上
31.5%

（令和3年度）

特定事業主行動
計画目標値

（令和5年度）

58.6%
（令和5年度）

A

子の出生予定日連絡票の提出などの取組によって、各所属における意識
改革が進んだことにより、男性の育休取得率が向上しつつあり、目標であ
る特定事業主行動計画目標値（26%・令和5年度）を大きく上回って達成
した。

特定事業主行動計
画目標値

（令和6年度）

特定事業主行動計
画目標値

（令和7年度）

特定事業主行動計
画目標値

（令和8年度）
総務部 人事課

持続可能な行財政運営

2　財政運営　　市政の基礎となる持続可能な財政運営

施策１　強固な財政運営の基盤づくり

①　歳入・歳出両面からの財政基盤強化　　　

広告事業効果額
90,973千円
（令和3年度）

92,000千円
（令和5年度）

94,025千円
（令和5年度）

A
広告事業の事例を庁内に共有し、水平展開を含めた一層の取り組み推進
を呼びかけたことにより、目標を達成することができた。

93,000千円
（令和6年度）

94,000千円
（令和7年度）

95,000千円
（令和8年度）

財務部 財務企画課

ふるさと納税寄付受入件数
15,855件

（令和3年度）
20,000件

（令和5年度）
32,499件

（令和5年度）
A

これまでの3サイトに加え、令和5年8月より「ふるなび」「ANAのふるさと
納税」「JALふるさと納税」のポータルサイトでも受付を開始したこと、及び
返礼品の拡充や宣伝広告の取り組みを始めたことなどにより、目標を達成
することができた。

21,000件
（令和6年度）

22,000件
（令和7年度）

23,000件
（令和8年度）

財務部 財務企画課

基金残高
107億円余
（令和3年度）

維持・確保
（令和5年度）

65億円余
（令和5年度）

C
令和5年12月時点では、基金を積み増し、118億円余を見込んでいたが、
令和6年能登半島地震への対応のため、基金を取り崩し、生活再建に取り
組んだため。

維持・確保
（令和6年度）

維持・確保
（令和7年度）

維持・確保
（令和8年度）

財務部 財務課・財務企画課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

②　選択と集中による市債残高の縮減

市債残高
（臨時財政対策債を除く）
【注：維持または減少を目指す指標】

3,792億円
（令和3年度）

毎年度縮減
（令和5年度）

3,654億円
(令和5年度）

A
社会情勢の変化や国の経済対策に対応し、必要な投資を行いながらも、建
設事業費の選択と集中に取り組み、市債残高を縮減し、目標を達成するこ
とができた。（前年度実績：令和4年度3,699億円）

毎年度縮減
（令和6年度）

毎年度縮減
（令和7年度）

毎年度縮減
（令和8年度）

財務部 財務課

施策２　長期的な視点に立った財産経営の推進

①　施設再編や経営改善

地域別実行計画策定済数
(累計）

5件
（令和3年度）

7件
（令和5年度）

6件
（令和5年度）

B

令和4年より地域との検討を進めていた大江山地域については、予定通り
実行計画を策定した。その他の地域については、地域との検討を円滑に進
めるために施設再編の必要性や進め方の説明などを丁寧に行ったため、
検討に着手することは出来たものの計画の策定までには至らなかった。

10件
（令和6年度）

13件
（令和7年度）

16件
（令和8年度）

財務部 財産活用課

公共施設の集約等により生じた未利用財産の売却に
かかる入札実施回数

3回
（令和3年度）

3回
（令和5年度）

3回
（令和5年度）

A
公有財産の有効活用のため、未利用財産の洗い出しを行い、市場性の高い
物件を選定し3回の一般競争入札を実施し、目標値を達成した。

3回
（令和6年度）

3回
（令和7年度）

3回
（令和8年度）

財務部 財産活用課

②　公共施設やインフラ資産の長寿命化

公共建築物特定天井安全対策実施率
50.8%

（令和4年度）
58.7%

（令和5年度）
58.7%

（令和5年度）
A

令和5年度に予定通り2施設2室の特定天井安全対策工事を実施したた
め、目標値を達成することができた。

60.3%
（令和6年度）

65.1%
（令和7年度）

69.8%
（令和8年度）

建築部 建築保全課

持続可能な行財政運営

3　多様な主体との連携　　多様な主体との連携・協働による新しい価値の創造

施策１　SDGsを共通言語とした連携の推進

①　SDGsを共通言語とした連携の推進

SDGsに関する職員研修の実施回数
1回

（令和4年度）
3回

（令和5年度）
7回

（令和5年度）
A

新任職員研修、希望者対象研修のほか、地域と学校パートナーシップ事業
関係者や区自治協議会委員への研修を実施し、職員等のSDGsに関する
知識及び意識の向上に努めた。

5回
（令和6年度）

5回
（令和7年度）

5回
（令和8年度）

政策企画部 政策調整課

SDGｓの普及啓発
推進

（令和4年度）
推進

（令和5年度）
推進

（令和5年度）
A

民間事業者等との連携によるフードロス削減事業「フレッシュフードシェ
ア」などSDGs未来都市関連事業を推進した。また、市報への記事連載や
市オリジナルロゴマーク活用を通して市民への普及・啓発を進めた。

推進
（令和6年度）

推進
（令和7年度）

推進
（令和8年度）

政策企画部 政策調整課

施策２　多様な主体との連携・協働による新しい価値の創造

①　市民・地域と進める住民自治

区自治協議会を中心とした多様な主体との連携・協働
推進

（令和4年度）
推進

（令和5年度）
推進

（令和5年度）
A

区自治協議会の提案を事業化すること（区自治協議会提案事業）で、各自
治協議会が実施主体として積極的に活動に取り組み、推進することができ
た。

推進
（令和6年度）

推進
（令和7年度）

推進
（令和8年度）

市民生活部
区役所

市民協働課
区地域課・地域総務

課

区自治協議会委員研修実施回数
全体1回
各区1回

（令和3年度）

全体1回
各区1回

（令和5年度）

全体1回
各区1回～2回
（令和5年度）

A
区自治協議会の成り立ちや意義を学ぶ研修会を計画的に実施することが
できで、目標値を達成することができた。

全体1回
各区1回

（令和6年度）

全体1回
各区1回

（令和7年度）

全体1回
各区1回

（令和8年度）

市民生活部
区役所

市民協働課
区地域課・地域総務

課

②　地域団体・市民団体との連携

各種団体からの提案による新規協働事業数 ─
8事業

（令和5年度）
6事業

（令和5年度）
B

令和5年度新規補助事業で、各種団体は年度途中からの事業実施となり、
また、令和5年度人材ネットワーク事業と連動させて令和6年度提案募集
することとしたものと、令和6年1月の能登半島地震により提案募集を見
送ったため。

8事業
（令和6年度）

8事業
（令和7年度）

8事業
（令和8年度）

市民生活部 市民協働課

市民活動支援センター利用登録団体数
234団体

（令和4年度）
255団体

（令和5年度）
228団体

（令和5年度）
C

民間協力団体の拠点を活用した広報活動といった取組を行うも、人口減
少や高齢化の影響により団体の活動が停滞し、登録の継続や新規登録が
減少したため、目標を達成することができなかった。

270団体
（令和6年度）

285団体
（令和7年度）

300団体
（令和8年度）

市民生活部 市民協働課

③　民間事業者や教育機関の力を結集

包括連携協定に基づく連携事業の推進 ─
推進

（令和5年度）
推進

（令和5年度）
A

2件の新規協定締結を行うとともに、既存締結企業との連携事業の推進、
新規創出を行った。

推進
（令和6年度）

推進
（令和7年度）

推進
（令和8年度）

政策企画部 政策監グループ

公民連携の提案を受けた取り組み数
17件

（令和4年12月時
点）

前年度以上
（令和5年度）

31件
（令和5年度）

A
令和5年度より間事業者等の様々なアイデア・提案をワンストップで受ける
総合窓口、公民パートナーシップデスクを開設し、民間事業者からの提案
を一元的に受け付ける体制を整えたため。（前年度実績：令和4年度19件）

前年度以上
（令和6年度）

前年度以上
（令和7年度）

前年度以上
（令和8年度）

政策企画部 政策監グループ

大学との連携事業数
294件

（令和3年度）
328件

（令和5年度）
365件

（令和5年度）
A

市と大学が連携し、地域課題の解決に資する各種事業を実施することで、
目標を達成することができた。

362件
（令和6年度）

396件
（令和7年度）

430件
（令和8年度）

政策企画部 政策調整課
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目標 実績 評価 達成・未達成要因
担当課

令和5年度
目標（令和6年度） 目標（令和7年度）

中間目標
（令和8年度）

担当部策定時点
分
野

政
策

施
策

取
組
の

見
出
し

取組指標

④　国・県・他都市との連携

自治体間の連携、協定
132件

（令和4年度）
136件

（令和5年度）
136件

（令和5年度）
A

研修のより効率的な実施のため県と協定するなど新たな協定を締結し,目
標を達成することができた。

140件
（令和6年度）

144件
（令和7年度）

148件
（令和8年度）

政策企画部 政策調整課

国や県への提言、要望
提言、要望

の実施
（令和4年度）

提言、要望
の実施

（令和5年度）

提言、要望
の実施

（令和5年度）
A

地方分権・地方創生につなげていくため、国や県に対し、市単独や市長会
等を通じた要望活動を行った。

提言、要望
の実施

（令和6年度）

提言、要望
の実施

（令和7年度）

提言、要望
の実施

（令和8年度）
政策企画部 政策調整課

⑤　新潟広域都市圏における連携促進

取組を一層推進するための懇談会等開催
5回

（令和4年度）
5回

（令和5年度）
5回

(令和5年度）
A

外部有識者及び圏域構成市町村とスケジュール通りに懇談会等を開催す
ることができ,目標を達成することができた。

5回
(令和6年度)

5回
(令和7年度)

5回
(令和8年度)

政策企画部 政策監グループ
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